
城里町企画財政課

平成２７年度　事務事業評価結果一覧表

（平成２６年度に実施した事業の評価）



○評価の結果 ○施策別の評価実施事業数
事業の方向性 事業数 割合(％) 章－節 主要施策名 事業数 章－節 主要施策名 事業数

Ａ：継続　（拡充） 49 19.4 １－２ 自然環境・景観の保全 2 ３－１ 農林業の振興 33
Ｂ：継続　（方法改善） 185 73.4 １－３ 環境対策の推進　 5 ３－２ 商工業の振興 3
Ｃ：継続　（縮小） 17 6.7 １－４ 道路交通体系の整備　 7 ３－３ 観光・レクリエーションの振興 5
Ｄ：廃止・他事業との統合を検討 1 0.4 １－５ 上・下水道の整備 11 ４－１ 幼児教育・学校教育の充実 9

１－６ 住宅地・住宅の整備 8 ４－２ 生涯学習・生涯スポーツの推進 19
予算の方向性 事業数 割合(％) １－７ 公園・緑地の整備と緑化の推進 2 ４－３ 芸術・文化の振興 4

Ａ：拡充 37 14.7 １－８ 消防・救急体制の強化と防災の推進 8 ５－１ 住民主体のまちづくりの推進 3
Ｂ：現状維持 195 77.4 １－９ 防犯・交通安全対策の推進 4 ５－２ 多様な交流の推進 3
Ｃ：縮小 20 7.9 １－１０ 情報通信網の整備・充実 2 ５－３ 人権尊重と男女共同参画社会の推進 3

２－１ 地域福祉の充実 6 ５－４ 行財政運営の合理化・効率化 19
○課局別の評価実施事業数 ２－２ 子育て支援の充実 11 ５－５ 広域行政の推進 2

課　　局　　名 事業数 ２－３ 高齢者福祉の充実 12 210
総務課（支所含む） 49 ２－４ 障害者福祉の充実 7 42
企画財政課 23 ２－５ 保健・医療の充実 8
税務課 3 ２－６ 社会保障制度の充実 14 252
町民課 12
保険課（診療所含む） 21 ○評価実施事務事業　　２５２事業
健康福祉課 42 ・平成２５年度実施事務事業２６７事業

産業振興課 39
都市建設課 14 ※評価実施した事業選定の考え方　→　①、②及び予算を伴う事務事業

下水道課 8 ①町民にサービスを提供するもの

水道課 2 ②町民に直接サービスを提供するものではないが、説明が必要なもの

会計課 2 ③その他内部事業

議会事務局 2
農業委員会 3
教育委員会
（公民館・コミセン・図書館・給食センター含む） 32

　　上記施策の体系に当てはまらない事業・業務等

計

合　計



平成27年度　事務事業評価結果一覧表（平成26年度実施事業の評価）

平成25年度

決算 予算 決算

1 第1章 第2節 施策1 自然環境保護事業

河川及び自然環境の保
全。特定施設等からの汚
濁水の流入防止など監視
活動を強化し、河川の水
質を保全して安全な水利
用や生活を営めるように
する。
地球環境の保全のため、
二酸化炭素排出の抑制に
寄与する。

4,704 4,863 4,482

特定施設（事業者）への説
明会等の実施や訪問指導
地域住民との協定書の締
結

太陽光発電システム等設
置にかかる補助要望件数
の把握と代替事業の検討

特定施設（事業者）への立
入り調査回数の増加
悪質な事業者への営業停
止などの罰則規定の準用

継続
（方法改善）

現状維持

太陽光発電システム補助に関しては普及とと
もに設置費用が下がっており、当初の予定通
り平成２５年度までの補助とする。（２５年度以
降は、町における新たな地球温暖化防止対
策を検討する。）
水質汚濁防止法等の法律に基づく指導及び
監視の実施を継続する。

町民課

2 第1章 第2節 施策4 河川改修事業

水害を防止し災害から町
民を守り、安心な河川環
境を維持する。 3,896 13,093 8,152

補助事業の活用
清掃事業の広報活動

河川管理体制を整え、計
画的に事業をすすめる。
堆積土砂の撤去に伴う土
砂処分場の確保に努め
る。

継続（拡充） 拡充

河川管理を総合的に把握し、長期的な計画を
検討する。
河川に対する住民の理解・協力が得られるよ
う啓蒙面での取り組み強化の検討。

都市建設課

3 第1章 第3節 施策2 塵芥処理事業

良好な居住環境を守るた
め、適正な取り扱い及び
施設運営を推進し、安定
的な処理体制を保持す
る。 259 281 281

排出物の分別と生ごみの
水きりの徹底
分別やリサイクルに関す
る住民意識の向上

広域事務組合構成市町の
変化に伴う維持管理等の
負担増
公共下水道の普及に伴う
接続率の影響
処理施設の老朽化による
負担金の増加

継続
（方法改善）

現状維持

一般廃棄物処理事業の適正処理を進めるこ
とで文化生活の向上に努める。下水道事業の
進捗や接続率と照らし合わせ、事業を検討し
ていく必要がある。

町民課

4 第1章 第3節 施策2 ごみ処理事業

良好な居住環境を守るた
め、適正な取り扱い及び
施設運営を推進し、安定
的な処理体制を保持す
る。 325,870 232,176 209,653

ごみの出し方の啓発
町環境衛生事業の実態の
お知らせ

公共下水道の整備普及率
の向上
処理施設の広域的な連携

継続
（方法改善）

現状維持

一般廃棄物処理事業の適正処理を進めるこ
とで文化生活の向上に努める。下水道事業の
進捗や接続率と照らし合わせ、事業を検討し
ていく必要がある。

町民課

5 第1章 第3節 施策2 し尿処理事業

良好な居住環境を守るた
め、適正な取り扱い及び
施設運営を推進し、安定
的な処理体制を保持す
る。 325,870 116,193 104,669

町環境衛生事業の実態の
お知らせ

公共下水道の整備普及率
の向上
処理施設の広域的な連携

継続
（方法改善）

現状維持

一般廃棄物処理事業の適正処理を進めるこ
とで文化生活の向上に努める。下水道事業の
進捗や接続率と照らし合わせ、事業を検討し
ていく必要がある。

町民課

6 第1章 第3節 施策3 生活環境保全事業

豊かな自然環境や良好な
居住環境を守るため、循
環型ライフスタイルの転換
を目指した環境保全対策
を進める。ごみや産業廃
棄物の適正な処理ととも
に不法投棄の防止に向け
た啓発、監視を強化する。
狂犬病予防のため注射接
種率を向上させる。

805 804 692

畜犬に関しては、未登録
犬の登録推進及び狂犬病
予防注射を実施していな
い飼い主に対する再通知
の実施
家電製品等に対する処分
体系の根本的な制度改正

家電リサイクル法制度改
善に向けた自治体一斉の
働きかけ

継続
（方法改善）

現状維持

畜犬関連事業に関しては、飼い主のマナー向
上や狂犬病予防注射の実施を啓発する必要
がある。
不法投棄の減少が見込めない情勢にあり、現
状の事業規模や予算確保は必要である。
環境美化クリーン作戦については、地区独自
に実施している地域もあるので、自発的な取
り組みへの移行も検討する。

町民課

7 第1章 第3節 施策4 鉱害防止事業

高取鉱山から排水される
坑排水を適切に処理した
のちに、放流することで鉱
害を未然に防止し、町民
の健康の保護と生活環境
の保全に寄与する。

2,107 2,280 1,646

鉱害防止事業を行う事業
所に対して、今後も国･県
とともに引き続き補助を継
続し、排水基準内に適正
に処理していく。

安全で快適に暮らせる町
づくりを進めていくために
は、継続して鉱害防止事
業を行う事業者に対して、
国･県とともに補助を行う。

継続
（方法改善）

現状維持

継続して鉱害防止事業を行う事業所に対し
て、国、県とともに補助を行い、町民の安全を
確保する。

産業振興課

No. 担当課

【Plan－計画】 【Do－事業の実施状況】

事業名 事業目的
基本目標 主要施策

総合計画　施策体系

平成26年度
有効性 効率性

課題の解決に向けた今後の改善内容

【Action－改善】

理由および
留意事項

施策の体
系

予算の
方向性

今後の取り組み方針

事業の
方向性

事業費（千円）
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平成27年度　事務事業評価結果一覧表（平成26年度実施事業の評価）

平成25年度

決算 予算 決算

No. 担当課

【Plan－計画】 【Do－事業の実施状況】

事業名 事業目的
基本目標 主要施策

総合計画　施策体系

平成26年度
有効性 効率性

課題の解決に向けた今後の改善内容

【Action－改善】

理由および
留意事項

施策の体
系

予算の
方向性

今後の取り組み方針

事業の
方向性

事業費（千円）

8 第1章 第4節 施策1
県道改修事業(合併支
援道路整備事業）

安全で快適な道路環境の
整備を進める。

5,672 108,000 44,300

現状の交通事情、状況の
説明
事業の推進をすることに
よる効果の説明

県及び関係機関や町の関
係部署との協議、事業推
進のための調整作業 継続（拡充） 拡充

地域バランスに配慮する一方、事業効果の早
期完成のためには集中投資も必要であること
から、総合的な見地からの事業運営が必要で
ある。

都市建設課

9 第1章 第4節 施策2 道路維持事業

安全快適な道路環境を維
持する

21,574 179,280 157,263

現場状況を的確に把握
し、計画的に事業を進め
る。

要望内容や現場状況を精
査し、修繕計画を策定す
る。
他課や他事業と連携し機
能的な実施を図る。

継続（拡充） 拡充

国県道の整備進捗に伴う周辺道路環境の改
善
要望対応に必要な予算確保に努め、地域性
を考慮した修繕計画により事業の効率化を図
る。

都市建設課

10 第1章 第4節 施策2 町道改良事業

安全、快適な道路環境を
つくる

162,773 169,355 93,690

町の財政負担を軽減する
為、積極的な補助事業の
採択を増やす。

・事業内容の見直し等含
め、他事業での整備等も
考慮する。
（農地周辺の道路につい
ては農地部での整備が望
ましい。）

継続（拡充） 拡充

生活道路の整備であるため、必要となる予算
の確保に努め、さらに事務の効率化を図って
いく。

都市建設課

11 第1章 第4節 施策3 道路景観美化事業

夜間に照らし出される桜
の美しさも感じてもらう

175 200 0

特になし 特になし

継続
（方法改善）

現状維持

必要性や費用対効果を検証しながら、事業を
継続する。

都市建設課

12 第1章 第4節 施策4
新交通システム（デマン
ド交通）運行支援事業

高齢者などの交通弱者が
公共施設や医療機関へ容
易に出かけやすい環境を
整備し、だれもが安心して
暮らすことのできる地域社
会への実現

18,899 19,409 19,979

町広報・ＨＰによる利用方
法の周知と、役場等の窓
口にＰＲチラシを設置す
る。
補助事業者（社会福祉協
議会）との情報交換により
利用者の希望や要望を把
握する。
地域活性の観点から、商
工団体、医療機関等との
連携（協賛）を検討する。

運行車両の入れ替えにつ
いては、運行事業者が購
入するため、町の負担は
ない。
町内の公共交通の利用状
況を注視しつつ、必要の
ある時は運行に関わる業
務内容の変更等を、地域
公共交通会議に諮る。

継続
（方法改善）

現状維持

利用者が減ると、町の負担（補助金）が増とな
るので、利用者・登録者の増加の為にＰＲの
拡充、利用者ニーズの把握と補助事業者の
精査に努める。

企画財政課

13 第1章 第4節 施策4
廃止代替バス・路線バ
ス運行支援事業

地域住民の日常生活に必
要な交通手段の確保

7,326 8,220 7,781

茨城交通と連携しバス利
用状況の把握、沿線市町
村の公共交通担当者と情
報交換を行う。
バス利用者用の駐輪場の
維持確保に努めると共に
定期券移動販売を継続し
て行う。
町広報誌・ホームページを
活用した路線バスに関す
る情報提供（時刻・運賃表
の検索サイトの案内）を行
い利用者の利便性の向上
と利用の促進を図る。

成沢線（路線バス補助）及
び野口線は、Ｈ22年4月か
ら運賃値下げによるバス
回帰実証実験中であり、
一定の成果を上げている
ことから、実証実験の継続
を働きかける。
茨城交通から定期的に利
用状況等のデータの提供
を受け補助金算定の参考
にする。

継続
（方法改善）

現状維持

茨城交通と連携し、バス路線の維持確保、公
共交通の利用促進に努める。

企画財政課
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平成27年度　事務事業評価結果一覧表（平成26年度実施事業の評価）

平成25年度

決算 予算 決算

No. 担当課

【Plan－計画】 【Do－事業の実施状況】

事業名 事業目的
基本目標 主要施策

総合計画　施策体系

平成26年度
有効性 効率性

課題の解決に向けた今後の改善内容

【Action－改善】

理由および
留意事項

施策の体
系

予算の
方向性

今後の取り組み方針

事業の
方向性

事業費（千円）

14 第1章 第4節 施策4 公共交通活性化事業

公共交通機関の維持確
保、利用促進の為の調査
研究、市町村間の相互理
解
公共交通の利用促進、啓
発

19 19 19

自家用車の利用を抑制す
ることが、環境問題の解
決になることを強調し、環
境面からも公共交通の利
用が効果的であることを
定着させる。

路線バスについては、平
成23年5月から「時刻表、
経路・運賃」の検索サービ
スが始まったことから情報
検索の利便性が向上した
が、利用状況等は、交通
事業者と連携し情報交換
につとめる。
総合計画策定時に行った
町民アンケートのデータの
活用。
なお、茨城交通（株）では
平成27年12月より、乗車
定期券にＩＣカードを導入
することにより利用者の把
握が容易になり、利用者
サービスの向上に努める
ことができるようになる。

継続
（方法改善）

現状維持

各々研究会等に参画し、他市町村や交通事
業者との情報交換と市町村間の相互理解に
努める共に、利用促進方策を検討する。ま
た、ノーマイカーデーの実施により職員の意
識啓発に努める。

企画財政課

15 第1章 第5節 施策1 水道施設整備管理事業

清浄で安全な水を安定的
に供給

1,102,331 1,273,379 1,137,210

・老朽化した施設の整備を
すすめ，将来にわたって
高レベルの安定給水を保
障するため，長期的視野
に立った目標をたてて維
持管理を行う。コスト面で
は今後も経費（工事費）削
減のため，他事業に併せ
て配水管の新設工事を行
う。
・量水器交換の簡素化・改
善に取り組む。
・指定水道工事店に対し
ての講習会等の実施によ
り，情報・意識の共有化を
図る。

・原水水質の悪化に対す
る水質管理・上水施設管
理の高度化，効率的水運
用，漏水防止等による水
資源の有効利用を行う。
・他の事業に併せて配水
管の新設工事を行う他，
年次計画に策定による水
道課単独の工事の検討を
する。
・量水器管理におけるシス
テムの能力不足について
は，システム更新の際に
機能改善を働きかけた
い。
・単価契約実務について
は，契約方法見直しも視
野に検討。
・設計審査要綱・設計審査
基準を定め，それに基づ
き処理できる体制を整備
する。

継続（拡充） 拡充

現在、水道再編事業により、町内に散在する
老朽施設の再編整備を進めており、また、赤
沢系の施設整備に着手し、平成28年度に事
業完了となるが、その財源は、その殆どが企
業債となっております。　今後も、施設の計画
的な整備を図りつつ、適正な維持管理に努
め、清浄で安全な水の安定供給を目指しま
す。

水道課

16 第1章 第5節 施策1
流域関連公共下水道整
備事業

計画的に工事を発注する

212,049 434,554 320,896

工事実施地区の住民に対
する説明会の開催。協力
依頼文書の回覧。

地域住民の理解と支障の
ない効率的な工事方法を
考える。

継続
（方法改善）

現状維持

那珂久慈流域関連事業により、主に石塚、那
珂西地区の整備を進めてきたが、平成２３年
度には、認可の変更により上泉・増井地区の
一部を認可にいれ認可区域面積を３５６．５ｈ
ａとし整備を進めているが、今後は、国の事業
の見直しにより、下水道事業の地方移管がさ
れることから、継続の中で事業方法を検討し
なければならない。

下水道課
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平成27年度　事務事業評価結果一覧表（平成26年度実施事業の評価）

平成25年度

決算 予算 決算

No. 担当課

【Plan－計画】 【Do－事業の実施状況】

事業名 事業目的
基本目標 主要施策

総合計画　施策体系

平成26年度
有効性 効率性

課題の解決に向けた今後の改善内容

【Action－改善】

理由および
留意事項

施策の体
系

予算の
方向性

今後の取り組み方針

事業の
方向性

事業費（千円）

17 第1章 第5節 施策1
特環公共下水道整備事
業

計画的に工事を発注する

198,232 314,479 319,047

整備予定地区住民に対す
る説明会の開催。協力依
頼文書の回覧。

地域住民の理解と支障の
ない効率的な工事方法を
考える。

継続（拡充） 現状維持

平成１８年度に未整備地区９１ｈａを認可拡大
し、全体計画面積２９１ｈａとし、平成１９年度よ
り整備を進めると同時に平成２１年度には、か
つら水処理センター増設工事を実施し、汚水
処理能力向上を図ったところであり、計画区
域を継続して整備し完了しなければならない。

下水道課

18 第1章 第5節 施策1
地域下水道維持管理事
業

処理施設を適切な状態に
管理し，将来的な持続に
努め，衛生的な環境を保
持する。 4,190 6,560 5,913 ―

宅地分譲地の販売が進む
ことが効果的な方法だが，
実現性が低いため，早急
に公共下水道への接続を
行い規模の経済性を確保
できるよう努める。

廃止・他事業と
の統合を検討

現状維持

たかね台地域下水道も公共下水道事業として
認可を受けたため，今後は廃止し公共下水道
へ統合することで，規模の経済性を確保し，
単独での維持管理費削減を図りたい。 下水道課

19 第1章 第5節 施策1
公共下水道維持管理事
業

処理施設を快適に利用し
てもらう

90,501 110,722 92,830

督促、催促書の発送のほ
かに戸別訪問、電話等に
よる催促に取り組む。

定期的な点検、修繕・利
用に対する正しい利用方
法の啓発・戸別訪問によ
る接続の促進。 継続

（方法改善）
現状維持

常北地区については、流域下水道のため処
理施設はないが、桂地区については処理施
設を持っており、その管理、修繕に経費がか
かり、さらに両地区ともまだ計画地の整備が
終了していないため、毎年工事を行っている
状況である。さらに料金にばらつきがあり、統
一が必要である。

下水道課

20 第1章 第5節 施策1
公共下水道公債管理事
業

公債費残高を減らしその
財源を維持管理事業に配
分し独立採算を目指す

321,973 266,353 390,897

工事費等のコスト削減に
努め起債額を抑制する。
借入利率が４％以上のも
のについては、借り換え
又は繰り上げ償還をす
る。

―
継続

（方法改善）
現状維持

常北・桂地区とも整備中のため公債費残高は
増加しているが、工事費のコスト削減に努め
起債額を抑え、使用料及び分担金の未収金
を減らすとともに、接続促進により財源の確保
に努める。

下水道課

21 第1章 第5節 施策2
農業集落排水処理施設
維持管理事業

区域内の住民に対し，安
全で快適な環境を提供
し，将来にわたって持続し
ていく。

114,763 129,592 128,481

収納事務を委託した「お客
様センター」と連携して収
納対策強化
使用料改定による適切な
使用料水準の確保

定期的な点検及び修繕と
長寿命化や再編含めた更
新方法の検討
利用者への正しい利用方
法の周知
平成25年度末から雇用し
た接続推進員の活用によ
る戸別訪問強化

継続
（方法改善）

現状維持

農業集落排水事業については、古内地区も
整備完了し維持管理事業のみである。料金体
系を改定するとともに、滞納整理及び接続促
進を強化し財源の確保に取り組む。

下水道課

22 第1章 第5節 施策2
農業集落排水公債管理
事業

公債費残高を減らしその
財源を維持管理事業に配
分し独立採算を目指す

191,936 153,806 153,805

今後は整備事業がないた
め，借換えを除き借り入れ
の予定はなく，償還のみと
なる。
借入利率が4％以上のも
のについては，積極的に
借換え又は繰上償還をす
る。

―
継続

（方法改善）
現状維持

公債費残高は増加しているが、整備事業が完
了したため、今後は計画的に償還していく。
また使用料及び分担金の未収金を減らすとと
もに、接続促進により財源の確保に努める。

下水道課

23 第1章 第5節 施策3 上水道施設事業

生活基盤である水道の安
定供給と事業基盤の充実

198,227 193,969 193,744

水道使用料金の統一 水道使用料金の収納対策

継続
（方法改善）

現状維持

生活基盤である上水道事業の安定的な経営
を推進する必要がある。

町民課

24 第1章 第5節 施策3 水道管理運営事業

健全な事業経営を行う。

105,756 140,425 113,453

健全で安定的な事業運営
を行うため，コスト削減意
識を持って，経営の効率
化に取り組む必要があ
る。

経営基盤強化のためのコ
スト削減やお客サービス
の向上につながる事業を
積極的に展開していく。 継続

（方法改善）
現状維持

　会計制度の改正、水道法の改正等に関連し
た業務量の増加、人件費削減及び収納率向
上のため、窓口業務等の民間委託を開始して
おります。
　今後も、住民サービスの向上を図りつつ、経
費の節減に努め、経営の健全化を目指しま
す。

水道課
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平成27年度　事務事業評価結果一覧表（平成26年度実施事業の評価）

平成25年度

決算 予算 決算

No. 担当課

【Plan－計画】 【Do－事業の実施状況】

事業名 事業目的
基本目標 主要施策

総合計画　施策体系

平成26年度
有効性 効率性

課題の解決に向けた今後の改善内容

【Action－改善】

理由および
留意事項

施策の体
系

予算の
方向性

今後の取り組み方針

事業の
方向性

事業費（千円）

25 第1章 第5節 施策3
合併処理浄化槽設置事
業

公共用水域の水質改善に
より，快適な環境の整備
保全に努める。 4,848 4,901 2,244

パンフレット等を配布し、
町民の環境に対する意識
の向上をアップさせてい
く。

都道府県構想に伴い，町
としての汚水処理構想の
一環として，個別処理のあ
り方や役割について今後
見直しを実施する。

継続
（方法改善）

現状維持

都道府県構想に伴い，町としての汚水処理構
想の一環として，個別処理のあり方や役割に
ついて今後見直しを実施する。 下水道課

26 第1章 第6節 施策1
町営住宅入居者管理事
務

住宅使用料の着実な徴収
を実施する。

134 170 148

滞納者への催告の強化や
滞納整理の手法及び法的
措置の検討

口座振替制度の案内

継続（拡充） 拡充

収入率をより向上させるための方策に取り組
むべき。

都市建設課

27 第1章 第6節 施策1 町営住宅維持管理事業

安心で快適な居住環境を
確保する

18,889 14,795 16,500

限られた予算の範囲内で
修繕するため、職員で対
応できるものは対応する。
また、入居者の責任によ
るものは、入居者自身に
修繕してもらう。

地域住宅交付金等を活用
し、計画的な改修工事の
実施を図る。

継続（拡充） 拡充

老朽化住宅の統廃合と併せて、居住環境確
保のための計画的な修繕に取り組むべき

都市建設課

28 第1章 第6節 施策1
町営住宅維持管理事業
（町営住宅解体）

安全で快適な居住環境を
確保する

1,939 0 0

計画的に解体予定を立
て、予算の確保に努める。

入居者に対する説明会の
開催。住み替え先の確
保。 継続（拡充） 現状維持

実施必要性の高い事業であるため、計画的な
入居者移転及び解体を進める。

都市建設課

29 第1章 第6節 施策2
城里町住宅リフォーム
資金助成事業

安全で快適な居住環境を
確保する

2,210 3,000 1,047

広報・お知らせ版・ホーム
ページなどで積極的に広
報活動をする。

補助事業を活用し一般財
源の支出を減らす。

継続（拡充） 現状維持

町民の居住環境向上と地元経済活性化の2
つの面において有効な事業である。

都市建設課

30 第1章 第6節 施策2 建築物耐震化推進事業

木造住宅の耐力度調査費
用補助による住宅耐震化
促進

30 300 30

住宅リフォーム補助事業
との関連付けや耐震改修
事業の新設を検討するな
ど、耐震化促進に対する
業務内容の検討が必要で
ある。

災害対策の啓発
事業の積極的な広報

継続（縮小） 縮小

申込が少なすぎる。国からの補助も削減予定

都市建設課

31 第1章 第6節 施策2 適正市街地形成事業

法令や規則を遵守した建
築や開発事業の遂行を許
可・指導する 0 0 0

特になし 特になし

継続（拡充） 現状維持

適正な市街地形成のための規制、誘導を行う
必要不可欠な事務であり継続すべき

都市建設課

32 第1章 第6節 施策2
被災住宅復興支援利子
補給金交付事業

東日本大震災により被災
した住宅の復興を促進す
る。 135 200 235

広報・お知らせ版・ホーム
ページなどで積極的に周
知をする。

特になし

継続（縮小） 縮小

平成28年12月まで事業受付期間延長を行っ
た。
本年度、申請及び問合せ無し。震災で被害を
受けた住宅がほぼ復旧したとみられるため。

都市建設課

33 第1章 第6節 施策3 塩子塙分譲地事業

分譲地を購入してもらい、
定住促進を図る。

18 18 18

PRチラシの配付等、積極
的なPRを実施する。
町HPへの掲載する。

町営住宅の所管課との除
草作業の効率化の検討す
る。
販売までの土地の有効利
用の検討する。

継続
（方法改善）

現状維持

町のHPや広報への掲載等、完売に向けたPR
方法の検討する。
口コミによるPRも効果的であるので、他の自
治体職員に対しても情報提供を行う。

企画財政課

34 第1章 第7節 施策1 公園維持管理事業

安全に安心して公園を使
用してもらう

4,435 5,636 5,525

こまめに現場の状況を確
認し状況を把握する。

こまめに現場の状況を確
認し状況を把握する。 継続

（方法改善）
現状維持

各公園の必要性・安全性等を確認の上継続。

都市建設課

35 第1章 第7節 施策2
（社）茨城県緑化推進機
構負担金

県民・町民のための身近
な緑を増やす

10 10 10

特になし。 特になし。

継続（縮小） 現状維持

県の事業があるうちは、対応する程度。

産業振興課
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平成27年度　事務事業評価結果一覧表（平成26年度実施事業の評価）

平成25年度

決算 予算 決算

No. 担当課

【Plan－計画】 【Do－事業の実施状況】

事業名 事業目的
基本目標 主要施策

総合計画　施策体系

平成26年度
有効性 効率性
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理由および
留意事項

施策の体
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予算の
方向性

今後の取り組み方針

事業の
方向性

事業費（千円）

36 第1章 第8節 施策1
非常備消防事務委託事
業

水戸市消防本部に消防事
務委託をすることで消防・
救急体制の強化を図る。 351,786 351,407 351,407

・ドクターヘリの有効活用
・消防広域化の推進

・水戸市との消防・救急事
務負担金の調整協議 継続

（方法改善）
現状維持

年々増大しつつある負担金算出基準の再考
の検討が必要。

総務課

37 第1章 第8節 施策1 消防団管理運営事業

消防団の体制充実

33,697 29,145 28,485

・消防団組織の再編（スリ
ム化）

・消防団活動（訓練等）の
一元化

継続
（方法改善）

現状維持

・消防団活動の見直し
・女性消防団員設置の検討

総務課

38 第1章 第8節 施策2 AED設置事業

心肺停止時に救急車が到
着すまで応急処置をす
る。 491 338 338

特になし 長期継続契約満了時に
リース（貸借契約）と購入
とでどちらが有効的・経済
的か十分に検討する。

継続
（方法改善）

現状維持

各施設において必要箇所については、現時点
で設置済み
予算の効率的利用について、検討の必要あり 総務課

39 第1章 第8節 施策3
消防施設の維持管理事
業

災害時に対応できる消防
施設の維持管理

55,576 19,495 18,138

・計画的な施設設備の更
新
・消防団組織の再編
・各地域の分団内の施設
の統合等

・消防団組織の再編とあ
わせた施設設備の見直
し、更新

継続
（方法改善）

現状維持

・各地域の分団内の施設の統合による、効率
的な施設の充実

総務課

40 第1章 第8節 施策3
防災（水防）体制の整備
事業

災害（水害）時に対応でき
る体制の整備

0 65 65

・非常備消防費及び災害
対策費として予算を計上
すべき

・非常備消防費及び災害
対策費として予算を計上
すべき 継続

（方法改善）
現状維持

・非常備消防費及び災害対策費への予算の
移行

総務課

41 第1章 第8節 施策3 防災体制の整備事業

災害時に対応できる体制
の整備

10,699 77,480 69,022

・町内外飲食店等との災
害応援協定の締結促進
・災害時協力事業所の登
録促進
・災害ボランティア（社会
福祉協議会）との連携強
化

・広報誌、インターネットの
さらなる有効活用。

継続
（方法改善）

現状維持

日頃から広報誌、インターネット等を活用し、
防災に関しての情報を提供。

総務課

42 第1章 第8節 施策3 防災行政無線事業

災害時に対応できる体制
の整備

16,621 70,621 68,539

・町内における情報伝達
手段の統一を図る必要が
ある。
・難聴地区の解消を図る
必要がある。

防災行政無線の整備（デ
ジタル化）については、経
費負担が大きいため新庁
舎完成を目標に、計画的
に推進する必要がある。

継続（拡充） 拡充

防災行政無線のデジタル化に伴う更新整備
促進。

総務課

43 第1章 第8節 施策4 自主防災組織育成事業

災害時（大規模災害等を
含む）に、地域住民がお
互いに助け合う精神の構
築と地域の実状に合わせ
た防災資機材の整備を行
う。 488 480 180

・災害が少ない地域であっ
ても、万一に備えて地域で
活動を行っていくことの大
切さを広報誌等を活用し
て知らせていく。

・都市部において、地域の
つながりが希薄になってき
ている実状がある。行政
区域の再編又はコミュニ
ティ制度（区長制度）の見
直しと密接な関係があると
思われるが、定期的な活
動（訓練を含む）を通して、
防災への対応力を身につ
ける。

継続
（方法改善）

現状維持

今後とも、万一に備えて地域住民がお互いに
助け合う精神の構築と地域の実状に合わせ
た防災資機材の整備と活動を行っていく。

総務課
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平成27年度　事務事業評価結果一覧表（平成26年度実施事業の評価）

平成25年度

決算 予算 決算

No. 担当課

【Plan－計画】 【Do－事業の実施状況】

事業名 事業目的
基本目標 主要施策

総合計画　施策体系

平成26年度
有効性 効率性

課題の解決に向けた今後の改善内容

【Action－改善】

理由および
留意事項

施策の体
系

予算の
方向性

今後の取り組み方針

事業の
方向性

事業費（千円）

44 第1章 第9節 施策1 防犯対策推進事業

警察、防犯連絡員等と協
力し、防犯協力体制の充
実及び防犯活動の支援並
びに防犯意識の高揚と犯
罪の未然防止をする。

565 565 565

来客者等の多い時間帯で
のキャンペーン実施、複
数会場での開催など、より
防犯の啓発に結びつく方
法や手段を検討する。

町防犯連絡員が高齢化し
ているため、連絡員の交
代や地区再編の必要があ
る。

継続
（方法改善）

現状維持

事業推進のためには関係機関の組織強化と
連携を高める必要があり、併せて行政の執行
体制を整えていくことが肝要である。

町民課

45 第1章 第9節 施策2 防犯灯設置・管理事業

防犯灯の球切れ及び故障
等の修繕並びに危険箇所
への設置を迅速に実施し
て、犯罪の未然防止に努
める。

11,237 9,566 10,971

町職員に、帰宅時に確認
してもらう。
夕暮れ時に町内を巡回し
確認する。

予算の増額
防犯灯のＬＥＤ化による、
電気料及び電球交換等修
繕費用の抑制

継続
（方法改善）

現状維持

住民の安全を確保するためには防犯灯等の
安全施設の設置等は今後も必要であり、LED
を含めた新たな施設整備も視野に入れ事業
の推進を図る必要がある。

町民課

46 第1章 第9節 施策3 交通安全施設整備事業

交通施設の設置及び修繕
を行い、人と車の安全確
保をする。 642 504 496

・設置地図の作成 ・特になし

継続
（方法改善）

現状維持

住民の安全を確保するためにはカーブミラー
等の安全施設の設置等は今後も必要であり
事業の推進を図る必要がある。 町民課

47 第1章 第9節 施策4 交通安全対策推進事業

交通安全意識の高揚と交
通マナーの教育を行い、
安全な交通秩序を確立す
る。

1,843 1,843 1,843

会員へ積極的に連絡を取
り、参加を要請していく。

特になし

継続
（方法改善）

現状維持

事業推進のためには関係機関の組織強化と
連携を高める必要があり、行政の執行体制を
整えていく必要がある。 町民課

48 第1章 第10節 施策1 地域情報化推進事業

携帯電話不感地域の解消

1,372 0 0

地元からの要望等をまと
めるなど、対策を講じる

情報収集

継続
（方法改善）

縮小

携帯電話の不感地域については、引き続き要
望を実施。

企画財政課

49 第1章 第10節 施策3
情報系インフラ・地域イ
ントラ維持事業

行政情報の効果的な提供
行政分野のＩＴ化促進

46,234 53,654 53,516

業者任せにせず、出来る
ところは職員が設定、保
守等を行う。

職員に対してはグループ
ウェアのインフォメーショ
ン、町民に対してはホーム
ページやメール配信等で
細かに情報提供をする。

継続
（方法改善）

縮小

社会情勢から言って、今後のIT化は益々進む
はずである。
情報インフラを維持しつつも、予算の範囲内
で時代に遅れを取らない機器更新に努める。 企画財政課

50 第2章 第1節 施策1 地域ケアシステム事業

インフォーマルサービス等
も含めた最適，効率的か
つ確実な保健・医療・福祉
の各種在宅サービスを提
供し、支援を必要とする本
人や家族の生活課題を解
決する

40,510 42,904 41,986

特になし。 担当課の一本化を検討す
る。

継続
（方法改善）

現状維持

地域ケアシステム運営主体（健康福祉課）と
地域包括支援センター（保険課）の一体化を
検討していく。
※対象者が要介護者及び介護認定者である
ため。 健康福祉課

51 第2章 第1節 施策2 更生保護事業

犯罪予防と更生保護思想
普及

449 451 450

社会を明るくする運動など
の事業をとおして、住民へ
の理解を広げる
各団体の行う事業が衰退
しないような支援方法の
検討

団体の活動状況を把握し
たうえで、補助金の削減も
含め適正な支援を検討

継続（拡充） 現状維持

活動内容が的確であるため現状を維持する
必要がある。

健康福祉課

52 第2章 第1節 施策2 保健福祉センター事業

常北保健福祉センターを
利用する全ての町民に、
快適な利用空間を提供す
る。

20,233 22,856 23,058

　計画的な保守・管理計
画を立案し、施設の維持
管理に努める。

照明の点灯や空調の温度
設置等、統一を図って実
施して行く。 継続（拡充） 拡充

施設が老朽化し、各所に修繕の必要課書画
山積しているため、年々予算が増加傾向気
味。計画的な保守管理の実施に努める。 健康福祉課
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53 第2章 第1節 施策2
社会福祉協議会運営補
助事業

助成により社会福祉協議
会の健全な運営を維持す
ることで、行政と一体と
なった幅広い福祉活動を
展開し、町民が暮らしやす
い町となるよう地域福祉の
推進を図る

39,580 41,996 41,079

事業が、町民の求める福
祉サービスとなっているの
かアンケートなどを用いて
ニーズを把握する。

自主財源である会費や募
金の強化、介護保険事業
の適正運営
各事業でコスト改善への
取組みを促す。 継続（縮小） 現状維持

必要な福祉事業で町内の社会福祉法人で対
応できる事業、できない事業等の仕分等を
もって縮小する。

健康福祉課

54 第2章 第1節 施策3
ボランティア活動推進
事業

ボランティア活動の活性
化

1,152 1,137 1,137

個人でボランティアを行っ
ている者などの把握及び
ボランティア数の増加のた
め、町及び社会福祉協議
会の広報紙を使って広報
に努める。

社会福祉協議会の独自事
業（男塾）への補助、需用
費及び通信費の内容の見
直し。 継続（拡充） 現状維持

福祉の充実強化を図るにおいては、ボラン
ティアの協力なくしてはできないため現状維持
で進めたい。

健康福祉課

55 第2章 第1節 施策3
臨時福祉給付金支給事
業

消費税率の引上げによる
負担を軽減する。

- 91,908 55,423

広報誌・掲示物等での広
報活動

委託業者との綿密な打合
せ

継続
（方法改善）

現状維持

事務処理の簡素化を図る

健康福祉課

56 第2章 第2節 施策3 公立保育所事業

保育士の意識向上をはか
ることで、保育の質を上
げ、質の高いサービス提
供をする。

45,335 44,120 42,718

保護者にたいしては、保
育所の制度や保育所の現
状について理解を求める
ため、お便り・掲示板など
で周知を図り、親が出席
する行事等を増やすこと
で、保育所の現状を知っ
てもらう努力をする。

保育士の意識改革。他の
園ではどんな保育をして
いるのかを知ったり、保護
者との交流の機会を増や
すことで、コミュニケーショ
ンが図れるようにする。

継続
（方法改善）

現状維持

保育士の研修強化

健康福祉課

57 第2章 第2節 施策3 民間保育所支援事業

子供を預けて、安心して働
ける

274,434 451,524 274,979

出来るだけ支障の無い範
囲で定員に空きのある保
育所へ希望してもらうよう
勧める。
　定員の増や分園の設置
などの取り組みをしてもら
うよう働きをかける。

－ 継続（拡充） 拡充

共働きの家庭が増えている現状のなか、重要
であり継続が望まれる。
今後は、定員の見直しを積極的に取りくむ。

健康福祉課

58 第2章 第2節 施策3 児童手当事業

生活安定に寄与し児童の
健全育成と資質の向上

285,371 280,000 274,530

通知のほかに電話の督促
を行う。

現況届の封かん・発送事
務などの単純作業につい
ては、課内協力をお願い
する。

継続
（方法改善）

現状維持

法の改正により平成22・23年度は子ども手当
として支給していましたが、平成24年度からは
児童手当法が改正され児童手当の支給と
なったため、引き続き対象者がもれなく受給で
きるよう周知を図る。

健康福祉課

59 第2章 第2節 施策3
次世代育成支援金支給
事業

家庭における生活の安定
と幸せな地域づくりを進
め、子どもたちが心身とも
に健やかに成長できるよ
うにする。

8,300 7,500 6,100

広報紙やＨＰへの掲載で
周知する。

平成22年度から対象児童
抽出システムを導入

継続
（方法改善）

拡充

少子化対策として、町単独で金額の増

健康福祉課
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60 第2章 第2節 施策3
放課後児童健全育成事
業

児童の下校後及び学校休
業日等の生活を安全かつ
豊かなものにし、保護者
が安心して働くことが出来
る環境を確保する。

18,365 20,000 20,645

児童の保護者に放課後児
童クラブへのアンケート調
査を実施し、必要に応じて
クラブを設置する。

空教室や空敷地が確保で
きない場合の教室の確
保。

継続
（方法改善）

拡充

委託する指導員の教育の強化

健康福祉課

61 第2章 第2節 施策3
次世代育成支援対策交
付金事業

母親と子どもの健康の確
保

1,193 1,585 1,173

周知の機会を増やすな
ど、さらに事業のＰＲを図
る

利用者の増加を図るた
め、事業内容の改善を図
る 継続

（方法改善）
拡充

事業内容を改善し参加者の増に努める

健康福祉課

62 第2章 第2節 施策3
地域子育て支援拠点事
業

乳幼児やその保護者が、
不安を解消し、安心して子
育てができる 11,781 11,875 11,107

各事業の継続および拡充 今後も保育園等と連携し
親子の望む支援体制を構
築していく 継続（拡充） 現状維持

集団支援は充実しているが、さまざまなケー
スにきめ細かく対応していくために、個別的な
支援体制及び人的確保を進めていく 健康福祉課

63 第2章 第2節 施策3 すこやか保育応援事業

受給対象者が全員受給で
きるようにする

714 972 555

受給対象世帯が決定した
時点で、速やかに各課に
滞納調査をして納税をお
願いする。

滞納の回収

継続（拡充） 現状維持

税の納付は公正でなければならないため現
状維持

健康福祉課

64 第2章 第2節 施策7
要保護児童対策地域協
議会

虐待等により子どもたちが
傷つくことがないように、
関係機関と連携し、虐待
等の未然防止と早期発見
に努め、特に支援が必要
な要保護児童家庭につい
ては、きめ細かい対応を
図る。

0 21 3

会議の時間や曜日を日中
や平日以外にも検討す
る。

－
継続

（方法改善）
現状維持

教育委員会との協議を密にし、会議等の充実
を図る必要がある。

健康福祉課

65 第2章 第2節 施策7
児童虐待防止緊急対策
事業

虐待防止のため
662 654 654 － － 継続（拡充） 現状維持 健康福祉課

66 第2章 第2節 施策7 母子父子福祉事業

親子の交流と健全育成

428 501 465

親と子のふれあいの旅に
ついては広報紙掲載、す
こやか交流事業について
は通知文で募集するので
はなく、各事業とも広報紙
掲載により幅広く参加募
集をかける。

町母子寡婦福祉会と調整
し、事業内容の見直しをす
る。

継続
（方法改善）

現状維持

茨城県母子寡婦連合会では、平成23年度か
ら郡単位で事業を実施することに伴い、毎年
町と町母子寡婦福祉会とで行っていたクリス
マス会を町母子寡婦福祉会に委託する。 健康福祉課

67 第2章 第3節 施策1 老人保護措置事業

居宅において養護を受け
ることが困難なものを養護
老人ホームに入所させる 43,950 48,007 35,010

扶養義務者に対する説
明。

扶養義務者に対する説
明。

継続
（方法改善）

現状維持

法による制度のため継続していく。

健康福祉課

68 第2章 第3節 施策1 在宅福祉事業

高齢者に対する扶養意識
の高揚や高齢者等の自立
及び生活の質の向上を
図ってもらう 2,232 4,881 2,505

特になし。 緊急通報装置について
現在、使用している緊急
通報装置の生産終了に伴
い、センター方式の新たな
システムを構築する。

継続
（方法改善）

拡充

緊急通報装置について
現在、使用している緊急通報装置の生産終了
に伴い、センター方式の新たなシステムを構
築する。 健康福祉課
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69 第2章 第3節 施策1
相談所運営事業委託事
業

心配ごとの軽減

540 557 557

町及び委託先である社協
広報紙へ掲載するなど、
周知に努める。

人権相談や消費者相談、
行政相談等、他の各種相
談との連携も考慮する。 継続（拡充） 現状維持

現状維持で進める。

健康福祉課
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70 第2章 第3節 施策1 愛の定期便事業

安否確認と栄養補給をす
ることにより、ひとり暮らし
の高齢者が安心して暮ら
せるようにする 2,700 4,077 2,905

配達頻度に違いがでるの
は、人口密度の違いや、
配達員の受持ち範囲がそ
れぞれ違うことから、やむ
を得ない。

特になし。

継続
（方法改善）

現状維持

配達頻度に違いがでるのは、人口密度の違
いや、配達員の受持ち範囲がそれぞれ違うこ
とから、やむを得ない。
現状維持で対応する。 健康福祉課

71 第2章 第3節 施策1 家族介護用品支給事業
身体的、精神的及び経済
的負担の軽減 481 750 344

特になし。 特になし。 継続
（方法改善）

現状維持
在宅福祉の推進。

健康福祉課

72 第2章 第3節 施策2
高年者クラブ活動支援
事業

健康増進、余暇活動の充
実等生きがいづくり

2,707 2,865 2,688

広報、60代の高齢者も興
味がもてるような活動内容
の拡大、地域貢献活動の
拡充

魅力ある活動ができるよ
う、支援方法について、町
高年者クラブ連合会事務
局（社協）と協議
また、単位クラブの活動内
容ごとに補助金額を変え
るなど活動促進のための
効率的な配分を検討

継続
（方法改善）

現状維持

高齢者クラブは３０年近く活動内容と事業に変
化がないため早急な改善が必要である。

健康福祉課

73 第2章 第3節 施策2 敬老事業

多年にわたり社会に貢献
した高齢者を祝福する
いつまでも住み慣れた地
域で、生きがいを持って元
気に生活してもらう

7,303 10,805 7,222

敬老会出席率の向上のた
め、手法やアトラクション
等内容の工夫

対象者年齢の引き上げや
８８歳、９９歳などの節目
支給、記念品内容など制
度の見直しについて検討

継続
（方法改善）

縮小

対象者年齢の引き上げや８８歳、９９歳などの
節目支給、記念品内容など制度の見直しにつ
いて検討する。 健康福祉課

74 第2章 第3節 施策2
老人福祉センター運営
事業

設置の目的を効果的に達
成する
老人に対して各種の相談
に応ずるとともに、健康の
増進。教養の向上及びレ
クリエーションのための便
宜を供与し、もって健康で
明るい生活を営むことを
目的とする

18,810 19,805 19,332

施設の広報、PR。 利用料金の検討。

継続
（方法改善）

現状維持

町内利用者の状況から２年を見て廃止を進め
る。

健康福祉課

75 第2章 第3節 施策3 一次予防事業

地域の公民館や集落ｾﾝ
ﾀｰ等に集い、地域ぐるみ
で介護予防に努める。
若い世代への介護予防の
知識の普及や高齢者への
理解を深める。

3,440 3,700 3,211

介護保険制度の改正を受
け検討する必要がある。
例えば、訪問型介護予防
事業等。

シルバーリハビリ体操指
導士養成講習の周知徹
底。広報誌等への掲載に
よる指導士会のPR等 継続

（方法改善）
現状維持

介護保険制度改正に向け、城里町の実情に
あった介護予防事業になるよう検討する。

保険課

76 第2章 第3節 施策3
地域包括支援センター
事業

住み慣れたまちで安心し
て暮らしていけるように、
介護、福祉、健康、医療な
どさまざまな面から高齢者
やその家族を支える。高
齢者やその家族、地域住
民、ケアマネジャーから受
けた相談を適切な機関と
連携して解決に努める。

25,608 27,097 26,125

高齢福祉、介護保険、地
域包括支援センターを同
じ課に置く。認知症地域支
援推進員の設置

高齢福祉、介護保険、地
域包括支援センターを同
じ課に置く。

継続
（方法改善）

拡充

包括支援事業の業務拡大の介護保険制度の
改正に向け、検討が必要。

保険課
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事業費（千円）

77 第2章 第3節 施策3 介護予防支援事業

要介護状態にならないよ
うに、本人の持っている力
を活かし、介護保険サー
ビスや他のサービス利用
を調整する「介護予防ケア
プラン」を作成する。 2,670 4,172 4,530

管理者の適正配置。臨時
職員（介護支援専門員、
又は保健師等）の雇用を
増やす。

介護支援専門員の継続雇
用。

継続
（方法改善）

現状維持

平成29年からの介護保険制度改正に向け、
内容の検討が必要

保険課

78 第2章 第3節 施策3 二次予防事業

要支援・要介護状態にな
るのを予防する。

3,597 3,040 2,882

介護保険制度の改正で、
二次予防事業対象者把握
事業を行うことが必須では
なくなった。元気歯つらつ
教室の対象者の把握方法
を検討する。民生委員、
（サロン参加者で）社協、
ボランティアからの情報
や、広報で周知し新規参
加者を募集する。

元気歯つらつ教室の卒業
者を増やし、新規者を増
やすための方法を検討。

継続
（方法改善）

現状維持

介護保険制度改正を受け城里町の実情に
あった介護予防事業を検討していく

保険課

79 第2章 第4節 施策1
障害者福祉事業（補そ
う具費）

障害者の方がより暮らし
やすく充実した生活が送
れる 2,748 2,940 3,178

補そう具の更新年月等の
把握をし、新規交付・修理
など障害者更生台帳の整
備に努める。

補そう具の製作業者との
連携をとりできるだけ早期
に支払いできるようにす
る。

継続（拡充） 現状維持

特別なし

健康福祉課

80 第2章 第4節 施策1
認定調査審査会・認定
調査

障害福祉サービスの介護
系サービスを利用する際
に、町障害程度区分認定
等審査会での審査が、適
正かつ早期に認定される
ようにする。

792 1,165 1,177

利用者にいつ頃施設利用
が可能か等、十分に施設
と協議を重ねた上で利用
申請するよ う指導を重ね
る。

審査日(町介護認定審査
会に併せて開催)は、年度
内開催日が事前に決めら
れているた め、希望する
開催びから逆算して余裕
を持った期間で意見書提
出をいただくよう、改善に
努める。

継続
（方法改善）

現状維持

3年間の有効期間がある障害者の把握と、再
審査時の適切な申請案内等の送付により、円
滑な審査会開催を行えるように努める。

健康福祉課

81 第2章 第4節 施策1 地域生活支援事業

多岐にわたるサービス･メ
ニューを受給できるように
する。

25,732 23,413 23,402

利用者がすぐに利用でき
るよう、普段から契約施設
のみならず近隣の施設の
利用状況の把握に努め
る。

スムーズに新規利用施設
と委託契約が締結できる
よう、利用者・施設との連
携を密にし、短期間で施
設利用が可能となるよう
努める。

継続（拡充） 拡充

利用頻度の高い事業であり、利用推移を見な
がら拡充に努める。

健康福祉課

82 第2章 第4節 施策1 自立支援給付費

多岐にわたる介護系・訓
令系のサービス･メニュー
を擁する障害福祉サービ
スを受給できるようにす
る。 268,518 261,900 297,835

施設がいつ頃利用可能に
なるか等、十分に利用者
と協議を重ねた上で利用
申請できる

審査日(町介護認定審査
会に併せて開催)は、年度
内開催日が事前に決めら
れているため、希望する
開催びから逆算して余裕
を持った期間で意見書提
出をいただくよう、改善に
努める。

継続（拡充） 拡充

障害者手帳を受給することによってサービス
受給者が右肩上がりになっており、更なる拡
充が求められる。

健康福祉課

83 第2章 第4節 施策1
自立支援更生医療給付
事業

高額な医療費を負担する
ことなく、安心して継続治
療できる 9,310 10,320 4,884

障害者自立支援法で定め
られている手続きに基づ
いて行っているので、特に
なし。

障害者自立支援法で定め
られている手続きに基づ
いて行っているので、特に
なし。

継続（拡充） 現状維持

障害者自立支援法に基づきサービスを提供
する関係、現状維持が望ましい。

健康福祉課

84 第2章 第4節 施策1 難病患者見舞金事業

難病患者への福祉の向上
を心身の安定をはかる。

2,358 2,640 2,538

制度の周知に取り組む。 要綱に基づき事務処理を
行っており、問題はない。

継続（拡充） 拡充

心身の安定は経済面も大きな影響があるた
め支給額の改正を求める。

健康福祉課
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85 第2章 第4節 施策1
在宅障害児福祉手当事
業

在宅障害児の福祉の増進
をはかる。

147 216 96

重度障害者の手帳交付の
際に制度概要説明を添付
する。

特に問題はない。

継続（拡充） 現状維持

特別なし

健康福祉課

86 第2章 第5節 施策1 母子保健事業

妊婦、乳幼児の疾病を早
期に発見し予防する。母
子の健康増進をする。

9,426 13,897 0

機会あるごとに健診の受
診勧奨をする。
未受診者には再度通知や
電話で勧奨し、保育園な
どと連携し受けない理由
なども把握していく。
妊婦健診が公費負担で受
けられることを広く周知し
ていく。

・年に１回以上はスタッフ
会議を開き、事業の見直
しを行う。

継続
（方法改善）

現状維持

少子化対策、虐待対策としても母子保健事業
は重要な施策の一つである。

健康福祉課

87 第2章 第5節 施策2 保健衛生総務事業

町民の生涯を通じる健康
づくりを推進するための施
策を、総合的かつ効果的
に実施。健康管理システ
ムにより、事業の円滑化
を図る。研修参加によりス
キルアップを図る。総合賠
償保険加入により、不慮
の事故等に備える。

5,843 6,985 5,728

なし なし

継続
（方法改善）

現状維持

町民の生涯を通じる健康づくりを円滑に推進
するため。

健康福祉課

88 第2章 第5節 施策2 健康診査事業

健康寿命の延伸。早期発
見、早期治療により、がん
による死亡を減少させる。
生活習慣病の発症予防と
重症化予防。

27,026 26,113 23,621

がん検診無料クーポンの
利用者の内訳を分析す
る。（①毎年受診している
②初回　③数年ぶり）

婦人科がん検診を完全予
約制にする。

継続
（方法改善）

現状維持

効果的な周知、効率的な検診開催に努め、受
診率の向上を目指す。

健康福祉課

89 第2章 第5節 施策2 健康づくり事業

町民の主体的な生活習慣
改善のための行動変容を
支援し、生活習慣病の発
症予防、重症化予防を図
り、健康寿命を延伸する。

1,268 1,192 1,173

いずれの教室も継続者の
参加が多いので、新規申
し込み者と同様の方法で
申し込みをしてもらう。

年齢や体力レベル、初心
者か、継続参加者かに
よってクラス分けをする。
（初級コース、中級コース）
健康運動教室(運動量が
多い）は年齢制限をする。

継続
（方法改善）

現状維持

町民の主体的な生活習慣改善のための行動
変容支援を継続して実施する。

健康福祉課

90 第2章 第5節 施策3 診療事業

健康の保持・増進を図っ
てもらう。

90,478 92,415 87,172

現在の医療体制では、医
療従事者の数が少ないた
め十分な医療の提供がで
きない。

医療従事者の適正化。

継続
（方法改善）

現状維持

七会地区には医療機関が無く、診療所の果た
す役割は大きい。又、地域住民にとって安心
して暮らすためにも必要である。今後も地域
住民が安心して暮らせるよう二次医療機関と
の連携を図りながら、医療体制の充実を図
る。

保険課
（診療所）

91 第2章 第5節 施策3 施設維持管理事業

医療業務が円滑に行える
よう施設の維持管理をす
る。

137,431 143,342 133,620

入口の急な上り坂、段差、
長い廊下など年配の方が
来院するには、危険や利
用しづらさを感じる箇所が
ある。安心して来院、利用
できるような環境づくりをし
ていく。

病院の建設

継続
（方法改善）

現状維持

施設が老朽化しているが、長期的改修計画を
策定し、年次計画に基づき修繕等を実施す
る。また、光熱費等については、削減に努め
る。 保険課

（診療所）
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92 第2章 第5節 施策3 施設整備事業

充実した医療が出来るよ
う施設及び医療器械の整
備を図る。

1,458 13,659 13,619

診療収入が少ないため一
般会計からの繰入が多
い。医療器具の更新を
図っても予算を認められ
ないことがある。

医療器具の更新

継続
（方法改善）

拡充

病気の初期発見には医療器具に頼るところが
大である。そのため、機械器具の更新は随時
行いたい。

保険課
（診療所）

93 第2章 第5節 施策4 予防接種事業

疾病の流行を防ぐ、個人
の疾病の重症化を防ぐ

31,396 31,156 29,973

定期予防接種が茨城県医
師会との広域契約になり
（Ｈ２６．１０～）、インフル
エンザを除いて、県内の
予防接種協力機関であれ
ば、住民が希望する時期
に希望する医療機関で接
種できるようになったこと
で、利便性が向上する。

速やかな制度改正に対応
しつつ、通知・広報・ホー
ムページ等を活用し、住
民への適切な情報提供に
取り組む。 継続（拡充） 拡充

平成27年度からインフルエンザの助成額が増
額し、受診者も増える見込みが予想される。
また、成人用肺炎球菌に関しては継続して、
定期対象者以外の任意でも受け付ける。

健康福祉課

94 第2章 第6節 施策1
国民健康保険運営協議
会管理事務

国民健康保険事業の安定
運営を図る。

91 192 120

制度の定められた案件を
審議を行い、円滑な運営
に努める。

特になし

継続
（方法改善）

現状維持

現状維持により特になし

保険課

95 第2章 第6節 施策1
国民健康保険給付管理
事務

国民健康保険被保険者の
健康保持のため、安心し
て医療を受けられるように
する。

1,586,811 1,659,487 1,697,098

給付費適正化のため，重
複頻回受診者訪問，療養
費重複受診者への啓発，
後発医薬品のPRなどに取
り組む。
特定通知及び健診会場で
のさらなるＰＲに努める。

税率改正等についても今
後検討していく必要があ
る。
健診結果後できるだけ速
やかに保健指導が実施で
きるようにする。
特定保健指導対象者が参
加しやすいような実施方
法について検討する。

継続
（方法改善）

拡充

特定健診事業は年間計画に沿って受診率の
向上に努めるため、多角的に事業の実施方
法を見直しながら進めていく必要がある。
年々増加する給付費に対する財源確保として
税率改正等について今後検討していく必要が
ある。

保険課

96 第2章 第6節 施策1
国民健康保険資格管理
事務

資格の適正化を図ること
により、医療給付の面で
他機関からの補助が厚く
なり、国保税の上昇が抑
制される。被保険者にとっ
て、日常の医療費への負
担感が減少し、安心して
医療が受けられるようにな
る。

2,489 2,439 2,435

年金の異動情報を有効に
活用するとともに、今後も
未加入者への届出勧奨に
努める。

町民課との連携を密にし、
定期的にチェックを行うこ
とにより異動情報の把握
に努める。
H25通常国会で成立した
番号法（社会保障・税番号
制度【H28利用開始】）の
動向を注視し，本業務を
円滑かつ効率的に執行で
きるよう，短・中期的なシ
ステムへの投資を検討す
る。

継続
（方法改善）

現状維持

年金の異動情報等を有効に活用するととも
に、町民課との連携を密にし、未加入者への
届出勧奨に努める。

保険課

97 第2章 第6節 施策1
国民健康保険税管理事
務

資力に応じた保険税を公
平に賦課するとともに、納
付を促し、滞納を解消す
る。

6,225 6,947 6,796

国民健康保険事業や口座
振替制度の更なる周知を
図る。（チラシ、広報等）
督促状、催告状を適正に
発送する他、毎年３月に
行っている納税相談を早
めに実施し、相談機会を
広く設ける。

収納対策室と連携をとり、
悪質滞納者への差押えな
どの実施、及び延滞金徴
収のためのＰＲ。

継続（拡充） 現状維持

短期保険証の活用により、継続的な納付を図
る。悪質滞納者へは資格者証を発行。

保険課
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98 第2章 第6節 施策2
後期高齢者医療資格管
理事務

後期高齢者医療被保険者
の資格を適正に管理す
る。

1,921 2,018 2,017

制度のＰＲや各種申請等
の勧奨の徹底を図る。

後期高齢者医療事務への
対応に当り、茨城県後期
高齢者医療広域連合と情
報交換を行うとともに、課
内・各支所等において制
度内容についての情報の
共有化を図る。

継続
（方法改善）

現状維持

制度の変更が検討されているため、国の動向
を見ながらの仕事となる。

保険課

99 第2章 第6節 施策2
後期高齢者医療保険料
管理事務

後期高齢者医療保険料の
適正な納付を受ける。

179,928 175,774 175,733

平成20年度制度開始当初
からの被保険者に対して
の口座振替依頼勧奨を行
い、納め忘れを防ぐ。
電話及び訪問により、滞
納者への納付の働きかけ
を行う。

納付書や督促状の封か
ん・発送事務などの単純
作業については、効率的
に事務を行う。 継続

（方法改善）
現状維持

制度の見直しが検討されている。しかしなが
ら、保険料滞納者対策は、納税相談、訪問、
催告など定期的に実施する。

保険課

100 第2章 第6節 施策2
後期高齢者医療給付管
理事務

後期高齢者医療被保険者
の医療費負担を軽減し、
安心して医療が受けられ
るよう療養費等の受付・進
達事務を行う。

304,694 310,688 310,614

制度の周知や各種申請等
の勧奨の徹底を図る。

各種申請等の周知を図
り、事務の効率化を図る。

継続
（方法改善）

現状維持

制度の見直しが検討されている。

保険課

101 第2章 第6節 施策3 介護保険資格管理事業

被保険者証を交付するこ
とにより、第１号被保険者
への周知をする。また、介
護保険制度のパンフレット
を送付し利用等の周知を
する。

2,829 2,856 3,252

運用に関し、資格取得の
特殊なケース等が多数あ
ることから一層の正確性、
迅速性が求められる。

介護保険資格管理に関
し、適正かつ安定した運
用を維持する必要があ
る。

継続
（方法改善）

現状維持

介護保険制度上の事業である。
共同連帯の理念に基づき、介護保険事業に
要する費用を公平に負担するよう取り組む。

保険課

102 第2章 第6節 施策3 介護保険認定関係事務

介護認定審査会におい
て、適正で公平な判定を
行う。

6,663 7,254 6,502

医師への申し入れを行な
うこととされているが、現
状では事務方に請求する
のがほとんどであるため、
申請者が直に申し入れす
るよう適宜に対応する。

効率的な審査会運営を行
なうため、年度計画の審
査会の他に臨時の審査会
を開くなどして、年々増加
する申請者に対する適正
な認定や、現況調査を実
施する認定調査の委託等
を効率的に行っていく。

継続
（方法改善）

現状維持

介護保険制度上の事業であり、被保険者が
介護保険の給付を受けるには、市町村による
要介護者及び要支援者の認定を受ける事が
必要であるために取り組むものである。

保険課

103 第2章 第6節 施策3 介護保険賦課関係事業

公正・公平な介護保険料
の負担。

1,339 1,410 1,392

制度の案内や理解を求
め、督促状や催告書によ
り納入を促す。

普通徴収者に口座振替の
切り替えを行うよう、町広
報紙や納付月に案内文を
配布し推進する。

継続
（方法改善）

現状維持

介護保険制度上の事業である。
共同連帯の理念に基づき、介護保険事業に
要する費用を公平に負担するよう取り組む。

保険課

104 第2章 第6節 施策3 介護保険給付事業

介護認定された者に対し
て、その人が尊厳を保ち
ながら、その有する能力
に応じて自立した日常生
活を営むことができるよう
にする。

1,654 1,655 1,769

利用者の自立支援に資す
るケアプランであるか等に
着目し、ケアプランの質的
な向上を目的としたケアプ
ランチェックを実施する。

不適正な介護サービス提
供の発見及び是正を目的
としたケアプランチェックを
実施する。

継続（拡充） 現状維持

今後、求められるサービスをさらに拡充する
必要がある。一方で、介護予防事業等に力を
入れて、増大するサービス給付費を現状維持
に抑える必要がある。事業については介護保
険制度により実施しているものであり、高齢化
が進む中、制度により保健医療の向上及び福
祉の増進を図ることは必要である。

保険課

105 第2章 第6節 施策4 医療費助成事務

必要な医療を容易に受け
られるようにする。

113,370 111,016 110,943

広報ＰＲ等を徹底し、対象
者には個別通知を発送す
る。

制度や条例等をよく理解
し、適正な例規等の改正
を行う。 継続

（方法改善）
現状維持

県の医療福祉（マル福）制度が主なので、現
状維持となる。

保険課
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106 第2章 第6節 施策5 国民年金事務

未加入者や未納の状態を
防ぎ、年金の受給権の確
保につなげていく。

5,087 3,757 3,587

町民の年金不振が増大す
るなか、将来に安心できる
年金制度の確立のため、
事務所との連携を強化
し、町民の相談に対し親
切な対応に努める。

国からの法定受託事務で
あり、町単独で効率性重
視で改善を行うことは困難
であることから、年金事務
所との連携がより一層重
要である。

継続
（方法改善）

現状維持

日本年金機構が平成22年1月1日にスタート
し、組織・人員を一新することになっている。
今後の動きを考慮しながら事務事業の改善な
どを進める必要がある。 保険課

107 第2章 第6節 施策5 福祉年金事務

老齢福祉年金の周知をは
かり、受給権の確保につ
なげていく。

0 0 0

年金事務所との連携を強
化し、町民の相談に丁寧
に対応する。

法定受託事務であり、町
単独で効率性の改善を行
うことは困難であることか
ら、年金事務所との連携
がより一層重要である。

継続
（方法改善）

現状維持

年金事務所と連携し，周知方法の改善などを
進める必要がある。

保険課

108 第3章 第1節 施策1 担い手総合支援事業

農業の新規就農者の参入
により遊休農地・耕作放
棄地の減少に努めるとと
もに担い手育成に努め
る。

1,440 1,080 360

担い手育成や新規就農希
望者の就農対策強化を図
るためのチェックリストの
体制を整える。

普及センターなど関係機
関の協力のもと担い手育
成や新規就農希望者の
チェックリストを作成し確
実性を高める。

継続（縮小） 現状維持

担い手育成や新規就農者の就農強化と確保

産業振興課

109 第3章 第1節 施策1 農業者年金事務業務

農業者の老後生活の安
定、担い手の育成

381 380 364

農業委員等から広く農業
者の情報を集め、加入推
進対象者の把握に努め
る。
今まで加入推進をしてこな
かった年齢層についても、
加入推進を行う。
年金制度の周知、加入推
進を強化。

受給者等の関係書類の整
備。
年金電子情報システムを
利用することで、業務にか
かる時間の短縮につなが
る。

継続
（方法改善）

現状維持

農業委員会は、JAとともに農業者年金の加入
推進及び年金受給者に関する事務を行うこと
が、農業者年金基金法として制定されている
ため今後も継続する。

農業委員会

110 第3章 第1節 施策2
農業振興地域整備促進
事業

優良農地の確保・土地利
用の総合見直し

102 126 88

特になし。 特になし。

継続
（方法改善）

現状維持

現状のまま行う。

産業振興課

111 第3章 第1節 施策2
農村環境保全事業（農
地・水保全管理支払交
付金）

地域が一体となって農村
環境を守っていく。

10,432 10,432 10,432

H24年度より第2期目とし
て新たい事業がスタートし
た。（５年間）
今回は４集落が事業に取
組むが、国・県の情報を集
落に周知など、スムーズ
に事業に取組めるよう町
としても活動集落に対して
支援し行きたいと思う。

地域役員等との連絡や情
報のやりとりを十分に行
う。

継続（拡充） 拡充

本事業を通じて地域のつがりが高まり活性化
に繋がっている。また、エリア内にある耕作放
棄地の解消が図られるなどの成果をあげてい
る。

産業振興課

112 第3章 第1節 施策2
中山間地域等直接支払
事業

国・県・町で補助を行い、
耕作放棄地の解消と農業
の継続を図る

1,911 1,911 1,911

第３期対策から新たに創
設された集団的サポート
制度を有効活用して、耕
作の継続を図っていく。

第１期対策のスタート時か
ら、事業費の５０％を共同
活動に充ててきたことによ
り、共同活動が定着してい
るため、配分率の改正の
必要性について十分に検
討する。

継続（拡充） 拡充

平成１３年度からの継続事業で、地域に定着
しており確実な成果をあげている。

産業振興課
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113 第3章 第1節 施策2
農地流動化奨励金交付
事業

地域農業担い手の育成及
び農地流動化の促進を図
る

648 680 403

利用権設定や流動化奨励
金について内容の周知を
行う。

農地法第30条「農地利用
状況調査」で、利用権を設
定していない事実上の貸
借の対象者を調査し、所
有者・耕作者等に利用権
設定を促す。

継続（拡充） 現状維持

利用集積で農地の集団化、集約化を図ること
が、担い手農家等の労働力の省力化につな
がり、農地の荒廃を防ぐことになるため事業を
継続したい。今後「人・農地プラン」での中心と
なる経営体等や担い手への農地集積に反映
させる。また、「人・農地プラン」、「農地中間管
理事業」は規模拡大を実施する個々の農家
への助成措置がないため継続が必要である。

農業委員会

114 第3章 第1節 施策2 農業委員会補助事業

町農業の振興と活性化・
現在の優良農地確保及び
維持

36,007 32,409 35,300

農地パトロール等による
耕作放棄地の調査。ま
た、貸手農家・借手農家
の洗い出し。農地法３０条
による土地所有者への管
理指導及び意向調査の実
施（特に不在地主等への
意向調査を実施し、農地
の有効利用を図る）。

農地利用集積の推進。農
業委員会総会でのPR。担
当課との連携により、認定
農業者・担い手の組織活
性化を図る。町内農家の
労働力が限界にきている
ことから、県を通じて他市
町村大規模農家、他市町
村農業生産法人への斡旋
耕作依頼するとともに26
年度より事業開始した農
地中間管理事業による遊
休農地の解消及び農地の

継続（拡充） 現状維持

耕作放棄地を食い止め、広がりのある優良農
地を確保する。農地を貸しやすく借りやすく
し、地域と調整のうえ最大限に利用し、農業の
安定を図りたい。また、事業を円滑化する農
地基本台帳システムと地図情報システムによ
り、今後昨年同様、「人・農地プラン」、更には
農地中間管理事業に反映させていきたい。※
補助金のうち約2,800千円位は、農地法法定
業務に対する国からの交付金事業であるの
で、評価として捉えるべきものではない。

農業委員会

115 第3章 第1節 施策3
グリーン・ツーリズム事
業

事業を委託して、農村と都
市住民の交流を促進し、
コミュニティーの活性化を
図る。

17,283 17,283 17,283 ― ―
継続

（方法改善）
現状維持

開発公社で行っているが、内容の充実が図ら
れるよう改善していく。

産業振興課

116 第3章 第1節 施策4 山村振興事業 60 60 60

特になし。 特になし。
継続

（方法改善）
現状維持

山村指定地域における事業があれば随時利
用していく。 産業振興課

117 第3章 第1節 施策4
農林病虫害防除実施協
議会補助事業

農業者の水稲防除の負担
を軽減し、等級の高い米
を生産する。 3,982 4,000 3,823

特になし 特になし

継続
（方法改善）

現状維持

転作未達成者は支給しない方向で継続してい
く

産業振興課

118 第3章 第1節 施策4 農業集落排水事業 189,521 192,116 0

特になし。 特になし
継続

（方法改善）
現状維持

現在のまま推進する。

産業振興課

119 第3章 第1節 施策4
茨城栃木鳥獣害防止広
域対策協議会事業負担
金

鳥獣被害の防止

30 30 30

協議会が発足して，趣旨
の事業を取り組み始めた
ところである。

特になし。

継続
（方法改善）

現状維持

有害鳥獣の被害が多く、今後積極的に取り組
む必要あり。

産業振興課

120 第3章 第1節 施策4
水田農業構造改革推進
事業

米価の安定を図り、農業
者の収益を維持する。

31,667 33,000 32,350

農業者に理解しやすい説
明を心がけ、生産調整へ
の意欲を少しでもかきたて
る。

事務の効率化

継続
（方法改善）

現状維持

制度自体をもっとわかりやすく説明していくこ
とで、生産調整を推進していく。

産業振興課

121 第3章 第1節 施策4 家畜防疫事業

計画的に防疫事業を実施
し、未然に感染症の疾病
の発生及び進入を防ぐ

361 460 146

特になし 特になし

継続（縮小） 現状維持

現状維持

産業振興課
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平成25年度

決算 予算 決算

No. 担当課

【Plan－計画】 【Do－事業の実施状況】

事業名 事業目的
基本目標 主要施策

総合計画　施策体系

平成26年度
有効性 効率性

課題の解決に向けた今後の改善内容

【Action－改善】

理由および
留意事項

施策の体
系

予算の
方向性

今後の取り組み方針

事業の
方向性

事業費（千円）

122 第3章 第1節 施策4 家畜衛生指導協会事業

家畜伝染病等の予防注射
を実施し、家畜の安全・安
心を守る。 146 146 146

特になし 特になし

継続
（方法改善）

現状維持

家畜防疫事業があるうちは、現状維持のまま
で実施。

産業振興課

123 第3章 第1節 施策4
和牛ヘルパー利用部会
事業

後継者不足、農業従事者
の高齢化等の様々な問題
を少しでも解消し町の和
牛生産の活性化を図る。 324 324 324

補助金の維持及び補助事
業の充実

特になし

継続（縮小） 縮小

畜産農家戸数が減少のため、見直しの方向と
考える。

産業振興課

124 第3章 第1節 施策4 和牛改良組合事業
和牛の生産能力の向上

750 750 750
特になし 特になし

継続（縮小） 縮小
現在の三組合の統合に向けて進めていく。

産業振興課

125 第3章 第1節 施策4 繁殖牛導入事業

優良な繁殖牛を導入し生
産力向上を図る。

2,400 3,000 4,200

良質な和牛を生産するた
め、様々な情報（市場の
ニーズ等）提供を図る。

特になし

継続
（方法改善）

現状維持

畜産農家が減少傾向にあるが、本町の基幹
産業であるため、貸付の申込も多いため拡充
も含めながら町単独で実施していきたい。 産業振興課

126 第3章 第1節 施策4 農業生産基盤整備事業

土地の農業上の利用を増
進し、農業経営の改善合
理化と生産性の向上を図
る。

13,180 14,234 12,298

事業実施にあたっては、
費用対効果に基づき工事
内容を精査したうえで、工
事の実施を判断する。

工事実施にあたっては、
現場を精査や関係各課と
の協議を徹底し効率化を
図る。

継続（縮小） 縮小

県の土地改良予算が削減されるため、結果
事業縮小となる見込み。

産業振興課

127 第3章 第1節 施策4 有害鳥獣捕獲事業

有害鳥獣による農作物等
の被害を防止する。

1,915 1,700 1,700

有害鳥獣捕獲の強化 近隣市町との合同捕獲の
実施

継続（拡充） 拡充

年々、有害鳥獣による被害箇所及び区長要
望が増えており対策の必要あり。

産業振興課

128 第3章 第1節 施策4 経営安定対策事業

県・普及センター・町・ＪＡ
団体の連携のもと農業者
及び農業団体の安定的な
経営と活性化を図ることと
している。

540 700

国・県等の補助事業を可
能な限り活用することと、
関係機関との協力体制の
強化を図っていく。

農業振興と経営の安定化
を図るため、関係機関の
連携の下可能な限り助成
制度を活用していく。 継続（拡充） 現状維持

農業生産団体等の自立性の確保

産業振興課

129 第3章 第1節 施策4
国営那珂川沿岸農業水
利事業

かんがい排水整備により
農業経営の安定、生産性
の向上を図る。 14,502 14,608 12,087

特になし。 特になし。

継続
（方法改善）

現状維持

 現在のまま推進する。

産業振興課

130 第3章 第1節 施策4
県営畑地帯総合整備事
業

県直営事業により畑地の
基盤整備を行い、農業経
営の安定、生産性の向上
を図る。

219 5,810 3,071

特になし。 特になし。

継続
（方法改善）

現状維持

現在のまま推進する。

産業振興課

131 第3章 第1節 施策4
農ビ農ポリリサイクル事
業

農業用ビニール・ポリエス
テルのリサイクルに対する
農業者の負担を軽減する
とともに、資源の有効活用
に資する。

139 162 162

特になし 特になし

継続
（方法改善）

現状維持

古くて処分できないものをどう処分するか検討
する。

産業振興課

132 第3章 第1節 施策5 森林機能緊急回復事業
森林の持つ多面的な機能
の回復を図る。 6,970 6,970 5,510

10割補助事業のため特に
ない

特にない
継続

（方法改善）
現状維持

森林湖沼環境税が続く限り対応する。
産業振興課
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平成25年度

決算 予算 決算

No. 担当課

【Plan－計画】 【Do－事業の実施状況】

事業名 事業目的
基本目標 主要施策

総合計画　施策体系

平成26年度
有効性 効率性

課題の解決に向けた今後の改善内容

【Action－改善】

理由および
留意事項

施策の体
系

予算の
方向性

今後の取り組み方針

事業の
方向性

事業費（千円）

133 第3章 第1節 施策5 森林経営安定事業

森林整備を支える林業担
い手の就労条件の整備と
併せて労働安全衛生の向
上を図り、林業担い手の
安全確保をする。

40 62 60

特になし 特になし

継続
（方法改善）

現状維持

林業の担い手が減少している状況では補助
金支出は妥当である。

産業振興課

134 第3章 第1節 施策5 林道の伐採除草

林道の良好な維持管理

116 116 114

改善の余地はない 特になし

継続（拡充） 現状維持

計画的に林道の維持管理を進めていく

産業振興課

135 第3章 第1節 施策5
身近なみどり整備推進
事業

公益的機能を有する平地
林及び里山林の保全を図
る。 6,047 12,301 6,287

特になし。 事業の趣旨等の説明・募
集を，ホームページ等に
掲載する。

継続
（方法改善）

現状維持

森林湖沼環境税が続く限り対応する。

産業振興課

136 第3章 第1節 施策5
（社）茨城県治山林道協
会

健全な森林整備と県民の
安全・安心を確保する治
山対策及び森林整備の推
進。

10 10 10

負担金支出なので特にな
し。

負担金支出なので特にな
し。 継続

（方法改善）
現状維持

林業の振興にかかわる団体

産業振興課

137 第3章 第1節 施策5 みどりの少年団補助金
みどりの少年団活動助成

120 120 120 ― ― 継続（縮小） 現状維持

緑化推進機構の補助事業に対応する。

産業振興課

138 第3章 第1節 施策5 森林組合補助金

地域の森林組合育成

1,107 1,107 1,107

特になし 特になし

継続
（方法改善）

現状維持

笠間西茨城森林組合・城北森林組合とも適正
に通常総代会にて，事業報告等がなされてい
る。
育成補助金なので，補助金算定基準は関連
市町との検討が必要。

産業振興課

139 第3章 第1節 施策7 穀物改良協会 118 118 118 ― ― 継続（縮小） 縮小

廃止の方向で検討。

産業振興課

140 第3章 第1節 施策7
生産部会連絡協議会補
助事業

地区内生産部会の互助と
連携を深め技術の研鑽に
より生産部会の振興、組
織の強化及び農業所得の
向上と安定を図る

1,183 1,183 1,183

徐々にではあるが、助成
額を減少し自立性を養っ
て生きたい。

生産部会自らの生産性を
高めていく。

継続（縮小） 縮小

自立性の確保

産業振興課

141 第3章 第2節 施策2 商工業振興事業

商工業者の経営を安定さ
せ、経営の近代化を図
る。 18,704 21,869 20,604

　資金繰りを支援するた
め、融資制度を周知し活
用する。

商工業者の経営状況を把
握する

継続
（方法改善）

現状維持

今後商工会及び商工業者が経営改善、経営
努力していただき、町の補助金支出を抑えら
れるよう指導していく。 産業振興課

142 第3章 第2節 施策6 消費者行政総務事業

相談や啓発等を行うこと
によって消費者被害の不
安を軽減・解消する。 2,802 2,371 2,273

リーフレットや町広報紙等
を活用し、消費生活相談
窓口の周知を図っていく。

専門の相談員の配置日の
増
専用の相談室の確保 継続

（方法改善）
拡充

消費生活センターの存在を知ってもらうため
に、更に周知を図る。

産業振興課

143 第3章 第2節 施策7 労働者支援事業

雇用問題に関する情報の
提供、指導援助や雇用確
保と安定を図り、労働者の
社会的地位を向上させ
る。

3,179 13,376 67,890

労働者・求職者に向けた
情報提供コーナーを設置
する。

　現在、町内の求職者数
を把握できていない。把握
する方法を検討する。ま
た、緊急雇用対策事業が
Ｈ２４年度で廃止される予
定である。

継続
（方法改善）

現状維持

 景気浮揚策としての緊急雇用創出基金事業
は、引き続き事業継続を図っていく。

産業振興課
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144 第3章 第3節 施策1 キャンプ場管理事業

利用者が安全・快適に利
用できるようにする。

57,697 55,647 17,313

施設の補修・修繕を実施
する。

キャンプ場を1箇所に集約
する。

継続（縮小） 縮小

利用収益の少ない施設を順次閉鎖をしてい
く。

産業振興課

145 第3章 第3節 施策1 ホロルの湯管理事業

利用者が安全・快適に利
用できるようにする

71,800 48,000 87,496

施設・設備等の補修・修繕
を実施する

町民半額利用券のPRを
実施する
管理運営についてホロル
の湯に助言し、コスト削減
を図る

継続
（方法改善）

現状維持

竣工から12年が経過し、施設の修繕が年々
増加している。年次計画をしっかり作成修繕を
していく。
大規模修繕の検討も視野に入れて。 産業振興課

146 第3章 第3節 施策3 ホロルの湯啓発事業

・ホロルの湯に来場しても
らい、そのよさを知っても
らう
　→町内施設等への誘客
・町の活性化

86 184 229

積極的な町外のイベント
への参加を促す。

なし。

継続
（方法改善）

現状維持

今回は継続とするが、PR窓口の一本化が望
ましい。
取り組みの体型化と効率化を図る。

総務課

147 第3章 第3節 施策3 観光ＰＲ事業

町を訪れる観光客を増や
す

22,165 10,424 10,217

新たな観光資源の発見・
開発
既存の観光資源の有効活
用利用
インバウンドによる観光客
増客を行う

ＰＲ方法の見直し（町ホー
ムページ等の有効活用
等）
マスコットキャラクター「ホ
ロル」を活用したPRの実
施
他市町村イベントでのＰＲ
活動の実施

継続
（方法改善）

現状維持

新しい観光資源等の発掘は難しいので現在
あるものを有効利用しながら、効果的なＰＲ方
法を検討していく。

産業振興課

148 第3章 第3節 施策5
県立自然公園の整備運
営事業

利用者が安全に緑や自然
とふれあえるようにする

53 53 53

定期的にハイキングコー
ス等の点検・整備を実施
し、利用者の安全を確保
する

適正な場所に適切な内容
の看板をたて、利用者に
正確な情報を提供する

継続
（方法改善）

現状維持

観光資源であるため、利用者の安全性・利便
性を考え整備していく。

産業振興課

149 第4章 第1節 施策1
幼稚園施設整備事業・
教育環境充実

快適な教育環境のもとで、
円滑及び充実した幼稚園
生活を過ごしてもらう。

55,572 71,002 71,461

園児等の安全面を最優先
に考え、整備・改修すべき
箇所等は実施する。
町内の園児対象者数及び
入園者数も減少し、改築
等が必要な場合は、公立
幼稚園の存続も検討が必

継続的・計画的な取り組
みを実施していく。
無駄を省き、継続的に施
設の維持管理等を実施し
ていく。

継続
（方法改善）

現状維持

管理運営・教育振興及び幼児教育交付金の
充実
再度施設の管理運営方針を見直し、無理無
駄のない管理運営を実施していく。 教育委員会

150 第4章 第1節 施策2 教育委員会事務局事業

充実した教育環境のもと
で、児童・生徒、学校関係
者が学校生活を安全かつ
快適に過ごせるようにす
る。

196,004 201,833 195,687

現状どおり継続して事業
を実施する。

現状どおり継続して事業
を実施する。

継続
（方法改善）

現状維持

継続的・計画的な取り組みを実施していく。
今後財政的に厳しくなってくるため、再度教育
委員会全体の事業を見直し、無駄のない管理
運営事業を実施していく。

教育委員会

151 第4章 第1節 施策2 小学校管理事業

児童等が充実した教育環
境のもとで、学校生活を安
全かつ快適に過ごせるよ
うにする。

76,772 205,532 99,771

児童等の安全面を最優先
に考え、整備・改修すべき
箇所等は実施する。

継続的・計画的な取り組
みを実施していく。
無駄を省き、継続的に施
設の維持管理等を実施し
ていく。

継続
（方法改善）

現状維持

安全性を重視した教育環境の整備
施設の管理運営方針を再度確認のうえ、無駄
のない管理運営を実施していく。 教育委員会

152 第4章 第1節 施策2 小学校振興事業

基礎学力を向上させるとと
もに、豊かな人間性や社
会性を持った子供を育成
する。

29,104 24,192 27,891

学校再編による学校規模
の適正化等

学校再編計画の策定

継続
（方法改善）

現状維持 教育委員会
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153 第4章 第1節 施策2 中学校管理事業

生徒等が充実した教育環
境のもとで、学校生活を安
全かつ快適に過ごせるよ
うにする。

44,136 59,630 56,584

生徒等の安全面を最優先
に考え、整備・改修すべき
箇所等は実施する。

継続的・計画的な取り組
みを実施していく。
無駄を省き、継続的に施
設の維持管理等を実施し
ていく。

継続
（方法改善）

現状維持

安全性を重視した教育環境の整備
施設の管理運営方針を再度確認のうえ、無駄
のない管理運営を実施していく。 教育委員会

154 第4章 第1節 施策2 中学校振興事業

基礎学力を向上させるとと
もに、豊かな人間性や社
会性を持った子供を育成
する。

29,104 21,307 20,270

小規模校の特徴を生かし
た学校づくり

城里町教育方針の改定

継続
（方法改善）

現状維持 教育委員会

155 第4章 第1節 施策9 学校給食調理事業

学校給食法に規定する目
的に沿って、児童生徒・園
児のための栄養バランス
の
取れた給食を提供する。 126,902 152,653 152,650

地元生産物の給食食材に
ついて、町に放射線簡易
測定器が設置されたこと
から、納品に際し放射性
物質検査報告書を添付し
て納品することにより、安
全安心のできる食材の提
供を要求。

継続
（方法改善）

拡充

23年度は震災により常北給食センター復旧工
事に一年間を要し、廃止予定であった七会給
食センターを稼働さらに桂給食センターから
の給食内容（カロリー）80%で供給を行ったが、
復旧後は適正な栄養カロリーでの供給をおこ
なう。

教育委員会
(給食セン
ター)

156 第4章 第1節 施策9 学校給食維持管理事業

適切な施設の維持管理を
行う。

55,373 8,482 8,482

老朽化している設備を計
画的に更新していく。

継続（拡充） 拡充

給食センター3施設から統廃合により2施設に
したことにより、施設の充実を図っていく。

教育委員会
(給食セン
ター)

157 第4章 第1節 施策9 学校給食運営事業

安全・安心な学校給食の
提供及び充実向上を図
る。

12,323 15,772 15,770 ― ―
継続

（方法改善）
現状維持

安全安心な給食を安定的に供給する。
教育委員会
(給食セン
ター)

158 第4章 第2節 施策1 公民館管理運営事業

公民館や各種講座を積極
的に利用し、生涯学習に
取り組んでもらう。

36 53 46

老朽化による維持補修箇
所や設備の交換箇所が出
てきているため、執拗な予
算措置を講じて施設の維
持管理を行う必要があ
る。

公民館運営審議会は、公
民館事業計画や事業報告
だけでなく、今後の公民館
のあり方（公民館の統廃
合、使用料の見直し、職
員数等）についても審議い
ただく機会を設けたい。

継続
（方法改善）

現状維持

町民が利用しやすい公民館を目指し、年間事
業計画により生涯学習を推進していく。同時
に施設の老朽箇所修繕と維持管理を行って
いく。また、地区集会施設へ修繕補助を行い
施設の維持管理と地域振興を進める。

教育委員会
(常北公民
館)

159 第4章 第2節 施策1 生涯スポーツ振興事業

町のスポーツ振興（スポー
ツ振興計画等）により、指
導力の向上，企画・立案・
運営の実施・団体の育成
等により、大会運営が安
全に安心して実施できる
ようにする.

3,339 3,552 3,260

広報・ＰＲ活動や指導員講
習会開催等の案内情報。

町内で活動している各団
体等をとおして、人材（指
導者）の情報収集に努め
る。有効的に活動・運営で
きるように指導助言を行
う。

継続
（方法改善）

現状維持

スポーツ振興計画を指針として町民の体力向
上を乎行う。体育協会等の支援は、町民の体
力向上に、重要な役割を果たしていることか
ら、各種団体の活動を積極的に展開させる必
要がある。

教育委員会
(生涯学習)

160 第4章 第2節 施策1
社会教育・生涯学習推
進事業

生涯学習の課題に取り組
み，学習活動の普及・充
実を図るための推進体系
の総合的整備確立をする
ため。

175 688 147

役員等の研修をとおして
学習情報や学習機会の提
案を行い，住民のニーズ
に合った学習機会の場の
提供を行う。

会議等の内容見直しを行
い効率よく生涯学習推進
活動を行って行く。 継続

（方法改善）
現状維持

生涯学習推進大綱を指針とし，住民のニーズ
に即した学習機会を提供していく。

教育委員会
(生涯学習)
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161 第4章 第2節 施策2
公民館施設維持管理事
業

安全かつ快適に公民館が
利用できるようにしたい。

14,388 12,998 13,223

感染症などの拡大防止の
ため、マスクや消毒用せっ
けん等の設置は何時でも
対応できるよううに心掛け
安心して公民館を利用で
きるよう努める。また、各
自治会・子供会の会議な
ど幅広い利用に努める。

集会施設の修繕について
は、３分の１の補助率で緊
急性の高いものから修繕
できるように予算を確保
し、より安全で快適に利用
できるよう努めたい。
公民館使用料を改定し、
町民からも使用料を徴収
し修繕等の施設維持管理
費に充当したい。町の補
助団体についても光熱水
費相当分の３分の１～２
分の１程度の負担を検討
していきたい。

継続（拡充） 拡充

町民が安全快適に公民館を利用できるよう維
持管理に努め、施設の修繕、整備を進めてい
く。老朽化により修繕箇所が発生している公
民館・集会施設の修繕を行うため。

教育委員会
(常北公民
館)

162 第4章 第2節 施策2 伝習館管理事業

多くの町民が参加すること
により、町民の文化活動
を高め、余暇活動を活発
化させるため、伝習館を、
安全かつ快適に利用でき
るようにする。

101 132 101

管理の面では、現在の人
員と予算では現状維持し
かないが、展示品を充実
させることと、町民及び学
校等へのＰＲを実施してい
く。

なし

継続
（方法改善）

現状維持

伝習館の清掃等維持管理をすることにより、
誰でも心地よく利用できる状態を維持する。
（現状維持）　展示品については、増やしてい
く必要がある。

教育委員会
(七会公民
館)

163 第4章 第2節 施策2 図書館運営事業

安全で常に良好な管理状
態を保ち、図書館資料や
情報提供機能の充実を図
る。 15,911 15,633 15,360

団体貸出制度の周知徹底
及び利用促進の働きかけ
を実施する。さらに、県立
図書館など他の情報提
供・発信機関と連絡を図
る。

少子高齢化社会や情報化
社会に対応したサービス
内容の向上を図る。

継続
（方法改善）

現状維持

町民が利用しやすい環境を目指し、町民の
ニーズにあった資料の拡充を図る。

教育委員会
（図書館）

164 第4章 第2節 施策2
図書館施設維持管理事
業

安全で常に良好な管理状
態にし、且つ読書に親しん
でもらう 11,297 11,308 11,224

屋根の防水シートについ
て耐用年数が過ぎており
劣化が著しいため大雨時
に雨漏りがみられるので、
屋根の修繕工事を行う。

光熱水費の節約に努める
など、予算の効率的執行
を図ること。 継続

（方法改善）
現状維持

これまでのところは、現状維持で問題ないと考
えるが、中長期的には、老朽化に伴う不具合
に対応する
ための予算の拡充が避けられない。

教育委員会
（図書館）

165 第4章 第2節 施策2
郷土資料館施設維持管
理事業

常に安全で適正な管理状
態

153 460 460

安全性を保持しながら、現
状設備・内容のままでの
利活用が現実的か。

災害等があってみればな
おさら安全性維持のため
の保守点検は定期的に行
う必要があるが、その他
についてはほとんど予算
を執行しておらず、これ以
上の効率性向上は難し
い。

継続
（方法改善）

現状維持

安全性に配慮して現状を維持し、利活用に努
める。

教育委員会
(図書館)

166 第4章 第2節 施策2 郷土資料館運営事業

所蔵資料を常に安全で適
正な管理状態に保つ。
町の歴史や暮らしにかか
る資料や情報を収集・管
理し、町内外につなぐ。

49 69 42

収蔵資料の計画的な整
理・管理。

優先度合の高いものから
順次取り組む。

継続
（方法改善）

現状維持

資料の整理・管理に取り組む

教育委員会
(図書館)

167 第4章 第2節 施策2 スポーツ大会開催事業

スポーツに親しみながら
体力・競技力の向上を図
る。

1,772 2,640 1,955

各種審判・指導員等講習
会等開催の案内。各種講
習会に関する情報の提
供。

事業実施等の中で受益者
負担等の協力要請してい
かなければならない時期
である。

継続（拡充） 現状維持

生徒等の体力・競技力向上には必要不可欠
であり、スポーツ推進言委員や体育協会と協
力しながら計画し、新たな事業を検討しながら
継続させることが重要。

教育委員会
(生涯学習)

168 第4章 第2節 施策2
生涯学習施設関係整備
事業

安全で適正な状態で整
備・管理し，町民の健康増
進を図る。 45,893 15,753 11,253

施設を有効的に利用する
為に、詳細な使用状況を
把握する必要がある。

施設の改善、修繕に当
たっては、各施設の使用
状況を把握し、計画的且
つ効率的に行う。

継続
（方法改善）

拡充

施設等は、幅広い年齢層にいたるまで、有効
に活用してもらうため修繕等により、活動の場
を提供しなければならない。 教育委員会

(生涯学習)
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169 第4章 第2節 施策2 学習機会提供事業

目的に応じた、学習機会･
情報提供･それに伴う技能
向上

102 117 58

ウィークエンドスクールに
関しては，事業目的や対
象そのものからの見直し

参加者へのアンケートや
聞き取りによりニーズや興

味を把握する。 継続
（方法改善）

現状維持

安定的に提供すべき内容や形態と，変更すべ
き部分とを改めて考え，効果的な事業を実施

教育委員会
(生涯学習)

170 第4章 第2節 施策2
コミセン施設維持管理
委託事業

安全で常に良好な状態で
整備管理する。
快適に利用できるようにす
る。

13,427 15,725 11,380

保守点検に加え、改修計
画をたてる。
安全管理、リスク管理へ
の対応が必要。

保守、修繕、改修の内容
と経費、優先順位の検討
が必要。

継続
（方法改善）

拡充

経年劣化に伴い修繕、改修等を行い機能維
持を図る。

教育委員会
(コミセン)

171 第4章 第2節 施策2
コミュニティセンター運
営事業

多くの町民が来場し芸術・
文化に親しみ、豊かな生
活を営んでもらう。
文化会館職員の資質向
上、芸術文化の振興
職員の資質向上と図書館
機能の充実。

7,232 8,196 4,583

事業内容の検討が重要に
なってくる。公演回数は2
回でなければいけないの
か検討。

効率性も改善する必要が
あるが、公共投資的な経
費としての判断も必要で
ある。 継続

（方法改善）
現状維持

有効性、効率性などを考慮し事業を行う。

教育委員会
(コミセン)

172 第4章 第2節 施策4
公民館講座実施運営事
業

生涯学習の機会を提供
し、積極的に生涯学習に
取り組んでもらう。

1,470 1,589 1,387

多くの受講者を呼び込む
ために一日講座で試行を
重ね誰もが受講できる講
座を企画する。定期講座
をおおむね5年目安で新し
い講座に切り替えていくと
しているが、前年度の受
講人数及び社会の動向又
住民のニーズにこたえて
新しい講座を取りいれて
いく。

予算範囲内で講座の内容
を見直していく。講座回数
を調整して講座の種類を
増やすなど、多くの町民が
公民館講座に参加できる
よう環境を整備する。 継続

（方法改善）
現状維持

ニーズに合った講座内容を三館で協議・調整
し、町民の学習意欲と交流の場として推進し
ていく。

教育委員会
(常北公民
館)

173 第4章 第2節 施策5 生涯学習推進補助事業

自主的に実施する地域活
動を推進し，活力ある町
づくりに寄与する団体を支
援 1,470 1,647 1,535

地区推進事業について
は，区長を通してより効率
的な募集方法を検討し団
体においては事業内容の
検討を促す。

補助金見直しに基づき継
続して実施するとともに，
各団体の自主活動を奨励
し，財政的・組織亭自立支
援を行っていく。

継続
（方法改善）

現状維持

地域・学区のコミュニティーを重視する観点か
ら継続するものとする。

教育委員会
(生涯学習)

174 第4章 第2節 施策6 青少年相談員事業

子どもたちの健全育成の
ための的確な指導や助言
ができ、相談相手になれ
るようになる 425 522 453

会議･巡回広報活動への
参加をできるだけ均等に

広報誌等による情報発信
の場を設ける

継続
（方法改善）

現状維持

相談員の活動について一般町民や学校に紹
介する

教育委員会
(生涯学習)

175 第4章 第2節 施策6 成人式事業

成人を祝うとともに、成人
としての認識の場を提供
する。

382 442 425

実行委員の公募の継続・
高校生会経験者の実行委
員就任･声かけ

新成人に共感される式典
の企画が必要（実行委員
企画として抽選会を行って
いるが、実行委員が集ま
れる日時･詳細内容決定
に時間がかかる。事務局
で進行表作成）

継続
（方法改善）

現状維持

企画は新成人が実行委員会を設置すること
から、運営に対して協力・支援を充実させる。

教育委員会
(生涯学習)
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176 第4章 第2節 施策6
青少年育成団体補助事
業

青少年育成団体の活動を
活発化させる。

11,375 12,800 12,800

行政，団体，町民が青少
年の健全育成のために協
力をし，育成・支援を行っ
ている。

補助金見直しを継続して
行うとともに，各団体の自
主活動を奨励し，財政的・
組織的自立支援を行って
いく。

継続
（方法改善）

現状維持

青少年健全育成には重要な事業である。特に
ふれあいの船事業は，家庭を離れ集団生活
体験を行うことにより，「完成が豊かになる」
「共に生きようとする態度の育成」「自立性や
協調性，社会性の育成」は教育力を高めるた
めに有効な教育行政であり，可能な限り継続
するものとする。

教育委員会
(生涯学習)

177 第4章 第3節 施策2 文化団体育成補助事業

町民の文化の振興と各種
文化活動をとおして，相互
の交流親睦を図り，文化
の普及及び発展と，豊か
なまちづくりに寄与するこ
とを目指すために，育成
及び活動を支援する。

855 855 855

新たな会員募集を広報等
により，町民全体に周知し
ながら団体の活動を支援
していく。

補助金見直しを継続して
行うとともに，各団体の自
主活動を奨励し，財政的・
組織的自立支援を行って
いく。

継続
（方法改善）

現状維持

永い歴史の中で培われてきた特色のある伝
統文化・芸能を継承し，文化の普及・振興に
は行政支援が必要である。

教育委員会
(生涯学習)

178 第4章 第3節 施策3
公民館まつり実施運営
事業

町民の芸術文化への関心
と教養をさらに高めていた
き、公民館講座受講生等
の作品・演技を発表する
機会を提供する。 563 589 492

広報誌掲載やポスター等
でＰＲに努め、来場者が増
えるようにする。
ステージ発表会は、前回
より３割ほど出場者が増
えている。更に今後、は出
演者・来場者が見に来てく
れるような魅力あるものに
していく。

児童生徒数の減少に対
し、各学校に多くの作品出
展依頼や、新しい講座を
企画し、出展・出演作品の
制作機会を充実させてい
く。

継続
（方法改善）

現状維持

公民館事業を多くの町民に理解していただく
機会のひとつであり継続していく。規模、予算
ともに拡充したいが、財政事情を考慮し現状
維持で実施する。展示スペースの可能な範囲
で作品募集とＰＲを推進していく。

教育委員会
(常北公民
館)

179 第4章 第3節 施策4 文化財保護事業

文化財の調査・整理・保
存・修理を通じて，広く文
化財保護の重要性を喚起
するとともに郷土意識の
高揚を図る。

59 202 84

保存された文化財の整
理・活用がほとんど行わ
れていないため，郷土資
料館担当者と協議の上，
計画的に保存・展示等の
活動を行う。

道路関係や地区開発等の
事業実施について，早め
に情報を収集し適切に予
算執行をする。 継続

（方法改善）
現状維持

先人たちの貴重な文化遺産等を整理し，保
存・活用に努める。

教育委員会
(生涯学習)

180 第4章 第3節 施策5
伝統芸能団体育成補助
事業

団体が行う芸能文化活動
を育成・支援するため行
う。

255 192 192

行政，団体，町民が芸能
文化振興のために協力を
し，団体の育成・支援を行
う。

補助金見直しに基づき継
続して実施するとともに，
各団体の自主活動を奨励
し，財政的・組織的自立支
援を行っていく。

継続
（方法改善）

現状維持

地域の特色のある伝統芸能の保存と継承に
は支援が必要である。

教育委員会
(生涯学習)

181 第5章 第1節 施策1 広報・広聴事業

町民が町政に関し必要な
事項を知得・理解し、町政
に参加・協力する。

6,364 11,821 0

広報紙を設置している公
共施設や商店の入り口に
設置を知らせるステッカー
を貼る。
広報紙を設置しているカ
ウンターの所に町のホー
ムページの案内やモバイ
ルホームページのＱＲコー
ドを掲示する。

わかりやすい内容になる
よう工夫し、町民の方に興
味を持って見てもらえる紙
面（画面）にしていく。

継続（拡充） 拡充

自治会未加入世帯の増加に対応し、個別配
布方法等を検討し、必要に応じた行政サービ
スの提供、また、今後これらの改善への取り
組み。
広報設置場所のさらなる周知。

総務課

182 第5章 第1節 施策3 自治振興事業

地域と行政の連絡調整を
行うとともに、自治組織が
活性化する

26,657 27,184 25,694

事業内容の見直し（目的
別補助金・交付金形式、
定期的な地域毎の会議な
ど）・区、自治会組織の再
構築

行政側の担当の整備（部
署、担任事務の見直し）
区、自治会組織の再構築
事業内容の見直し（目的
別補助金・交付金形式、
定期的な地域毎の会議な
ど）

継続
（方法改善）

縮小

行政区、自治会の組織の維持のためには、
現在の交付金は必要であるが、真に地域の
活性化のためになっているかは疑問である。
住民意識の変革を図り、住民を主体とした真
の協働の街づくりを今後強く進めていく必要が
ある。

総務課
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平成25年度

決算 予算 決算

No. 担当課

【Plan－計画】 【Do－事業の実施状況】

事業名 事業目的
基本目標 主要施策

総合計画　施策体系

平成26年度
有効性 効率性

課題の解決に向けた今後の改善内容

【Action－改善】

理由および
留意事項

施策の体
系

予算の
方向性

今後の取り組み方針

事業の
方向性

事業費（千円）

183 第5章 第1節 施策3
大好きいばらき県民会
議推進事業

地域住民のための自主的
地域づくりの推進の検討 10 10 10

負担金であり特になし 負担金であり特になし
継続

（縮小）
縮小

窓口としては必要であると思われる。

企画財政課

184 第5章 第2節 施策1
江戸川区民まつり参加
事業

農作物・特産品の販売と
町のＰＲ　　、都市住民と
の交流

94 108 98

事業開始から２０年経過し
たことから、自主参加へ移
行の検討。
都市交流事業から、観光
ＰＲ事業または、農作物Ｐ
Ｒ事業へ移行の検討又
は、町では都市交流を
行っている、自治体が江
戸川区のみであり姉妹都
市、防災姉妹都市等の協
定締結まで見越し検討。

購入者ニーズに合った販
売方法の検討（徒歩での
来場がほとんどであるの
で、持ちやすいサイズに
裁断・梱包する）
販売品目に、加工品や売
れ筋の商品割合を増や
す。

継続
（方法改善）

現状維持

費用負担は、ほぼ参加者の負担となったの
で、今後は町との役割分担を整理する。

企画財政課

185 第5章 第2節 施策2 国際交流事業

中国への理解と友好関係
を増進

10 10 10

なし なし

継続
（方法改善）

現状維持

町の活性化策との連携をとれないか。（現時
点では負担金の納付のみ）
また、国際交流事業として位置づけるのであ
れば、事務事業課の見直しが必要ではない
か。

総務課

186 第5章 第2節 施策2 国際交流推進事業

国際交流事業等について
推進・住生活のサポートを
する。 0 0 0

関係課等との打ち合わ
せ、会議出席など連携・協
力を図る。

事業費は特にない。

継続
（方法改善）

現状維持

窓口は行政として必要である。
関係機関（国の関連団体・県の関連団体）と
の連携が必要である。 企画財政課

187 第5章 第3節 施策1 同和問題に関する事務

同和問題に対する知識と
理解が深まる

291 449 427

・人権問題と同和問題担
当課の統一
・事業内容の見直し

・人権問題と同和問題担
当課の統一　　・人権啓発
推進計画の策定
・同和関係団体への対応
を明確にする

継続
（方法改善）

現状維持

・同和問題について十分な認識をしておくこと
は、自治体にとって不可欠なことである。
・人権問題と同和問題は一体不可欠な面もあ
り、組織再編時に整理統合を考慮する。他市
町村を見ても福祉部局で担当をしているとこ
ろが多い。

総務課

188 第5章 第3節 施策1 人権擁護事業

誰もが差別されることなく
尊厳をもって生活できる

78 80 77

相談件数を把握する。広
報に努める。

特になし

継続（拡充） 現状維持

町の相談パートナーとして法務大臣が任命す
るため現状で進めたい。

健康福祉課

189 第5章 第3節 施策3 男女共同参画事業

男女共同参画意識の醸成
を図る

271 459 206

講演会や講座など一般向
けの事業に加え、各団体
代表者向けの勉強会等の
実施を検討。

なし。 継続（拡充） 拡充

当分は啓発事業に重点をおき、今後担当課
の見直しも含めて検討する。

総務課

190 第5章 第4節 施策1
監査委員事務局運営事
業

・行財政の公正で効率的
な運営を確保する

260 340 339

・年次計画の作成

継続
（方法改善）

現状維持

・定例の例月出納検査をとおし、予算執行の
適正化とともに効率化を精査する。
・随時検査等を実施し、予算執行の重要性に
ついて職員の認識、意識の新たな発現をもた
せる。

総務課

191 第5章 第4節 施策1 行政改革推進事務

・地方分権に対応できるよ
うにする。

0 35 0

・職員提案制度は意識改
善に有効な手段

・権限移譲に係る職員の
意識改革

継続
（方法改善）

現状維持

・職員の意識啓発を図り、職員提案制度の有
効活用を図る。
・行財政改革幹事会の活性化を図り、合併後
の効率性を重視した組織体制の再生構築を
図っていく。

総務課
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192 第5章 第4節 施策2 行政評価制度導入事業

行政評価システムを導入
することにより、職員が目
的意識を持って業務を遂
行することを目指す。
行政評価の取り組みや評
価結果を公表することで
町民への説明責任を果た
す。さらに、マネジメントに
必要な情報を収集・分析し
PDCAサイクルを確立す
る。

0 0 0

職員間の意識に差がある
ことから、全職員が行政評
価に対し共通の認識をも
てるよう各課のワーキング
チーム員の協力を得て職
員のスキルアップを図る。
取組6年目であることか
ら、評価シートの記載内容
のマンネリ化を防ぐ。

多くの職員にワーキング
チーム員を経験してもら
う。
コンサルに頼らず、自主
的に評価システムの運用
ができるように職員のスキ
ルアップを図る。

継続
（方法改善）

縮小

全職員が行政評価に対しての共通の認識を
もてるように努め、評価結果を平成26年度予
算策定に反映させる。また、評価を導入し5年
目であることから常にPDCAサイクルを意識し
た業務の遂行に努める。

企画財政課

193 第5章 第4節 施策3 過疎地域自立促進事業

過疎地域の自立を促進
し、生活・文化の安定向上
を図る。

98,678 98,279 65,266

過疎法の改正で、新たに
ソフト事業も過疎債の対
象になったことから、積極
的に活用し財源確保に努
め、緊急性のある事業を
優先して実施する。
事業担当課と連携し過疎
計画の進行管理に努め
る。

過疎計画に基づき県交付
金・過疎債を有効活用す
る。
財政Gと連携してソフト事
業への過疎債起債を検討
する。

継続
（方法改善）

現状維持

事業実施にあたっては県交付金・過疎債を有
効活用し財源確保に努める。

企画財政課

194 第5章 第4節 施策4 財政事務事業

健全な財政運営に努め、
安定した財政基盤を確立
し、計画的に住民サービ
スを提供して町民の信頼
を得る。

8,716 8,070 8,070

企画調整係との連携（予
算査定時）

財政担当職員のスキル
アップ。
予算査定時に財政規律や
将来の財政規模等につい
てお話しする。

継続
（方法改善）

現状維持

公会計財務諸表分析を踏まえた財政計画の
策定。
公共施設等総合管理計画を踏まえた施設の
統廃合や民間委託等の検討。 企画財政課

195 第5章 第4節 施策4 財産管理事業

公有財産の有効活用と適
正管理を実施することに
より、町民が豊かな生活
が送れるように努める。

67,265 71,622 71,393

公有財産の管理につい
て、各課ともに共通認識に
て事務を遂行できるように
したい。

公有財産の管理につい
て、各課ともに共通認識に
て事務を遂行できるように
したい。

継続
（方法改善）

縮小

公有財産管理については、余分な財産（土
地、物品等）の売り払いによる管理費の縮小
への取り組み。 企画財政課

196 第5章 第4節 施策4 契約事務

公平性、透明性、競争性
を確保した入札の実施

3,479 3,677 3,306

これまでは、入札金額が
一番低い業者を落札者と
してきたが、今後、品質及
び地域貢献を加味した総
合評価方式による入札を
年回１件程度実施する。

入札案件の内容の熟知。

継続
（方法改善）

現状維持 企画財政課

197 第5章 第4節 施策4 備品管理事業

各部署、統一した備品の
使用により業務上の整理
のしやすさ（見やすさ）、
また、大量発注による納
期までの期間の短縮・注
文の手間の省略等無駄を
無くす。

9,837 9,859

使用頻度の高い備品等の
把握、及び各課局の事務
内容を考慮し、適正な管
理・発注をする。
財政難である状況のもと、
備品購入費の有効利用と
して再利用化に対する各
職員一人一人の意識を高
めるため、インフォメーショ
ン・貼紙などにより周知を
する。

備品の適正な管理・発注
を図り、目的に応じた利用
により経費の削減を図る。
使用者への備品コスト的
な面も引渡時に周知する
事により、効率的な職務
遂行のための備品管理を
する必要がある。

継続
（方法改善）

現状維持

備品管理事業（事務用品）については、予算
を管理部署に移動させ事務の合理化を図る。

企画財政課
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198 第5章 第4節 施策4 車輌管理事業

安心・安全に公用車を使
用してもらう
円滑に職務を遂行しても
らう

17,287 22,240

使用頻度の高い公用車の
把握及び職員配置、事業
規模を考慮し適正な車輌
配置にする。
修繕依頼前に、見積りをと
るなど各課職員に経費の
把握をしてもらう。

公用車の適正な運行管理
を図り、目的に応じた利用
により経費の削減と公用
車の安全な維持管理を図
る。
経済面、安全面及び地球
温暖化防止対策に問題の
ある老朽化した車輌を廃
車し、軽自動車、エコカー
の導入を図る。
各部署への予算額の周
知、職員が修繕内容と金
額を大よそ把握する事に
より、修繕の必要性などを
再確認してもらう。

継続
（方法改善）

縮小

公用車については入替による管理費の縮小
公用バスについては町管理規定の厳守によ
り運行回数を減らし委託費を縮小させる。以
上２件の取り組み。

企画財政課

199 第5章 第4節 施策4 出納事務事業

収納事務・支出事務を適
正に行う

1,333 1,377 1,326 ―

今後とも、不備伝票をでき
るだけ少なくするため、注
意事項等を提示し、チェッ
クを促す。公金収納の
データ化や振込をデータ
伝送により処理すること
で、振込依頼書による処
理を減らし事務処理の軽
減を図る。

継続
（方法改善）

拡充

収納及び支払事務は年々膨大な件数になっ
てきており、これに伴い不備伝票及び事務量
も増加している。今後もデータ伝送による支払
処理等で事務処理の軽減を図る。公金収納
に関しては、口座振替、24年度から開始した
コンビニエンスストアでの納付の促進を図る。 会計課

200 第5章 第4節 施策4
出納事務事業（印紙販
売･県証紙売捌き事務）

購入者に対して迅速に対
応する

0 0 0 ―

現在は、パスポート申請
時の印紙購入者が主であ
るが、今後は年度ごとの
需給動向を把握しつつ、
町民の需要に的確に応じ
られるように努めていきた
い。

継続
（方法改善）

現状維持

パスポート申請に必要な印紙・証紙の販売が
ほとんどであるが、町内に金融機関以外の販
売所がないことからも継続が必要である。

会計課

201 第5章 第4節 施策5
サテライト水戸事業推
進事業

場外車券場交付金によ
り、町民の福祉向上のた
めの事業に寄与していくも
のとする。 106,350 100,000 103,496

施行者と綿密な協議や情
報収集を行うことで、場外
車券場の安定的な運営を
促進していく。

開催自治体との連絡協調
を深めて、期限内納付を
高めていくこととする。 継続

（方法改善）
現状維持

場外車券場交付金は、城里町の福祉向上に
は欠かせない財源であることから、安定継続
的な交付金を確保していく取り組みが必要で
ある。 企画財政課

202 第5章 第4節 施策5 公債管理事務事業

有利・適切な起債・償還を
行い、後年度における公
債費（一般会計分　町債
の元金及び利子の償還
額）を軽減する。

1,330,746 1,529,133 1,514,777

合併特例事業債の発行の
ほかは、基金取り崩しなど
の財源対策が必要とな
る。

大好きいばらき県民債へ
の参加の検討。参加した
場合は、満期一括償還に
備え減債基金への積立を
後年度行う。市場公募債
（満期一括償還）は、交付
税算定や合併関連補助金
の算定において理論償還
を作成するなど事務を複
雑化させるため、これも考
慮し効率性を考える。

継続
（方法改善）

現状維持

公債費比率及び公債費負担比率等を注視し
起債計画を行なっていく。

企画財政課

203 第5章 第4節 施策5 基金管理事業

予期しない収入減や歳出
増加などの財政状況の変
動に対応するため基金を
積立て、管理運営し、特定
目的のための資金を確保
する。

726,827 125,007 118,018

基金の取り崩しを抑え、利
息の確保を図る。

歳出額削減と財源の確
保。

継続（拡充） 現状維持

歳出額を削減し、基金の取崩しを抑える。また
利息等により積立額を増やし、特定目的のた
めの資金を確保する。

企画財政課
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予算の
方向性

今後の取り組み方針

事業の
方向性

事業費（千円）

204 第5章 第4節 施策5 地方交付税事務事業

普通交付税、特別交付税
の交付を受け財政状況を
安定させる。 4,101,877 3,899,000 4,044,294

前年度数値の把握と国の
動向を注視する。

国の動向を注視し的確な
予算を見積もる。

継続（拡充） 現状維持

国の動向を注視し的確に予算編成に反映さ
せていく。

企画財政課

205 第5章 第4節 施策5 賦課管理事務

課税客体の適正な把握と
公平．公正な賦課・徴収に
よる税の確保し期限内納
付を推進する。
納期限内納付の推進

48,572 40,339 44,191

課税漏れがないよう調査
等を効率的に行い、未申
告件数を減らす。職員間
の共通認識を持ち、個々
の業務知識の向上を図
る。

未申告者通知の発送
システムの有効活用（固
定資産管理システム等）

継続
（方法改善）

拡充

課税客体の適正な把握に努め、公平公正な
賦課、滞納者への厳格な対応に努める。

税務課

206 第5章 第4節 施策5

収納管理事務(①町た
ばこ税事業②入湯税事
業③交付金・納付金徴
収事業④滞納整理事業
⑤収納管理事業)

「税負担の公平性」、「納
税秩序確立」及び「税債権
確保」のため、滞納者の
財産状況を把握し悪質な
滞納者には、厳正な滞納
処分を実施する。 27,366 29,016 28,870

広報誌の活用（納付意識
の向上）滞納事案の早期
着手（財産調査・差押え・
執行停止処分の実施）
納付履歴状況の注視
催告文書の工夫、早期送
付

各税納付期限後の督促状
発送件数の把握
電算システムを最大活用
し、収納向上を図る
徴収嘱託員の訪問により
滞納者の生活実態調査の
把握に努める、業務のあ
り方の確認

継続（拡充） 現状維持

町の滞納管理方針を定め、町税のみでなく、
使用料、私債権等も含めて滞納取扱いを明文
化し、滞納者及び滞納額の圧縮に努める。

税務課

207 第5章 第4節 施策5 税務管理事業

法令を遵守した事業の推
進、納税義務の啓発、窓
口での的確な対応

28 43 28

研修会への参加及び、納
付環境の整備など関係各
課との連携を図る。

必要な法令・税に関する
情報等の収集と職員間の
課題と解決事案の共有化
を図る。
広報の内容検討、税に関
する周知を徹底する。

継続
（方法改善）

拡充

税の制度改正を分かりやすく周知する。また、
納税意識の高揚を図り、未申告者の減に努
める。

税務課

208 第5章 第4節 施策6 予算事務事業

限られた財源を有効活用
し、町民にとって真に必要
な事業を計上するととも
に、後年度負担にも配慮
した予算編成をすることに
より、安定した町政運営目
指す。

9,744,766 11,344,000 10,894,020

財政状況の厳しさをさらに
周知することにより、事業
精査や歳出削減に結びつ
ける。

一律割合での歳出削減に
は一部限界が生じており、
調整が必要となっている。
交付税措置額や行政評価
等を取り入れた枠配分方
式の予算編成等無駄のな
い予算編成が求められ
る。

継続（拡充） 現状維持

予算規模を類似団体規模に合わせていく。

企画財政課

209 第5章 第5節 施策1 広域行政推進事業

近隣自治体との連携・協
調を図り、共通な行政需
要と行政区域を超える広
域的な課題に効率的に対
応する。

141 141 135

近隣自治体との意見調整
を行い、推進の是非を発
展させる。

当面負担金のみなので、
課題はない。

継続
（方法改善）

現状維持

協議会等の推移を考慮していく。

企画財政課

210 第5章 第5節 施策1 葬祭・墓地管理事業

地区内住民と同等の使用
料負担

31,507 32,916 31,889 －

火葬場利用者への補助額
変更等の検討（平成２４年
度より改正）

継続
（方法改善）

現状維持

平成２４年度申請分より補助金額の変更を実
施。
現状により継続。 町民課

211 ― ― ―
郡町長会協議会に関す
る事務

郡内の町政に関する情報
等の交換を通して、まちづ
くりを考える 15 100 0

なし。 なし。

継続
（方法改善）

現状維持

政執行と判断に欠かせない情報の共有と交
換の重要な会議の場。

総務課

212 ― ― ― 秘書業務

職務に専念できるようにす
る

651 0 0

交際費については、明確
な基準の整備と透明性が
求められており、適正な支
出をしていく。

なし。

継続
（方法改善）

現状維持

住民感情等に即した交際費基準の見直しと透
明性の確保。

総務課
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213 ― ― ― 栄典事務

これまでの功績に感謝の
意を表するとともに、地方
自治への参加意欲を高め
る

418 472 418

なし。 なし。

継続
（方法改善）

現状維持

表彰式典の規模、内容等の検討・見直し。

総務課

214 ― ― ―
寄附金受け入れに関す
る業務

寄附者の意向に沿った事
業を推進

51 618 618

寄附金の使い道を魅力あ
る事業に絞り、独自性をだ
していく。

申し込みや納入手続きの
簡素化、選択肢の拡充。 継続

（方法改善）
現状維持

ふるさと納税の趣旨に沿った、節度ある取組
みが必要

総務課

215 ― ― ―
北方領土問題に関する
事務

北方領土問題を正しく理
解してもらうことと、世論の
一層の高揚 5 5 5

一自治体では困難な、国
家規模の問題であり、団
体等との連携により積極
的に啓発をしていく。

なし

継続
（方法改善）

現状維持

茨城県民協議会に参画し、中央、全国の情報
収集による正しい理解を図る。

総務課

216 ― ― ― 町村会に関する業務

広域的視点から、他町村
と足並みをそろえる 347 343 323 － －

継続
（方法改善）

現状維持

県内町村との連携を図る。

総務課

217 ― ― ― 嘱託職員管理業務

文書配達や清掃業務を行
なう嘱託職員を採用し、通
信運搬費・庁舎清掃費の
削減を図る。

12,784 16,165 16,152

配達員の区域の見直し。
（特定の大字は郵送に切
り替える）

自治組織の活性化策との
連携。
行政情報の迅速な伝達。

継続
（方法改善）

現状維持

自治組織の活用と併せた、配達員の活用によ
る郵送経費等の節減。

総務課

218 ― ― ― 給与等管理業務

給与関係業務及び人事管
理の迅速化と適正化を図
る。 2,277 2,827 2,826

委託業者との綿密な情報
交換等による、さらなる有
効活用の方策及びシステ
ム開発についての検討。

システムの統一や互換性
についての検討。 継続

（方法改善）
現状維持

給与計算と人事システムはセットで考えること
から、これらシステムの統一や互換性により、
より活用しやすいものとする必要がある。 総務課

219 ― ― ― 人事管理業務

人事評価制度の適正な運
用管理を目指す。また、県
職員を受け入れ、町の政
策形成や事業推進のため
の業務指導を行う。 157 324 324

現在、将来の行政運営を
見据えた場合、職員の適
切かつ有効な評価方法
は、人事管理上不可欠で
ある。引き続き試行を重ね
て、町の制度として定着化
を図る必要がある。

人事評価システム支援と
いう形式ではなく、目標設
定研修や評価者研修とい
う形で、継続して研修を行
うことが必要。

継続
（方法改善）

現状維持

職員が認める職員及び町の人事管理のベー
スとして、定着化を進める。

総務課

220 ― ― ― 職員研修に関する事業

職員の能力向上と職場環
境の改善と活性化をす
る。また、外部からの職場
体験生を受入れる。

1,186 1,542 1,049

参加しやすい日程を組む
とともに、課内で業務を分
担するなどの方法を周知
する。

職員に研修の重要性･必
要性を理解してもらい、積
極的に参加するような方
法を検討する。

継続
（方法改善）

現状維持

職員研修と人事評価の一体的な運用の確立
を図る。また、日常業務での研修優先の体制
を確立する必要がある。（研修後の職場、仕
事での活用フォロー体制の整備。

総務課

221 ― ― ―
保険･共済等に関する
業務

職員の福利厚生の一環と
して職員の生活の安定を
図るとともに、町民の各種
事故にも備える。

1,449 1,437 1,432

区長会議等での説明及び
自治会通知。

今までの事故等の原因を
まとめ、予防的措置がと
れるかどうか検討する。

継続
（方法改善）

現状維持

町及び区の行事等において有効活用されて
いる。さらに周知を図ることが必要。

総務課

222 ― ― ―
業務中・通勤中の事故
等に関する業務

職員の万が一の事故等に
備え、職員等の生活の安
定と勤労意欲の向上を図
る。

2,997 2,972 2,990

職員労働安全衛生と合わ
せた制度の周知。

事故を未然に防ぐため、
職員ひとりひとりが注意を
するよう注意喚起する。

継続
（方法改善）

現状維持

職員の労働安全衛生意識の向上が必要。

総務課

223 ― ― ―
職員健康管理に関する
業務

職員の健康状態を知り、
健康増進を図る。

1,338 1,500 1,349

健康診断の未受診者へ受
診を指導し、受診率100％
を目指す。

労働安全衛生と健康診断
の重要性の周知。 継続

（方法改善）
現状維持

労働安全衛生意識の向上と健康診断の周
知。又併せて、診断内容の精査、検討をす
る。 総務課

224 ― ― ―
職員福利厚生に関する
業務

職員の健康増進や心身の
健全化を図る。

331 217 214

健康増進事業の参加者を
増加させる方法を検討し、
職場の活性化を目指す。

互助会事業メニューのア
ンケート実施。 継続

（方法改善）
現状維持

職員相互の親睦と信頼を築く福利厚生事業
の活用を推進する。

総務課
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225 ― ― ― 公平委員会業務

職員に対する不利益処分
を審査し、並びにこれにつ
いて必要な措置を講ずる
業務を委託し適切な処理
を図る。

2,377 2,235 2,235 － －
継続

（方法改善）
現状維持

職員の不利益処分等への保護審査機関と中
立性の確保。

総務課

226 ― ― ―
公文書の収受及び発送
事務

公印の管理をする、公告
内容を広く一般に知らせ
る、公文書の収受及び発
送を管理して適正な事務
を行う、情報公開制度や
個人情報保護制度に対応
できるよう効率的な文書
管理を行う

4,115 5,040 4,996

担当者不足（兼務率高い・
担当業務の明確化）
配達員と郵送との文書の
区分け　配達員の確保
文書保管施設がない 継続

（方法改善）
拡充

・合併後、文書保存について統一されて実施
されていないのが現状であり、今後段階を踏
んで実施する。
・行政事務は一面においては、町の歴史を
作っていくものであり、その点において行政文
書の保存は重要である。

総務課

227 ― ― ―
公文書及び個人情報管
理事務

情報の開示及び保護を行
う 0 36 0

継続
（方法改善）

現状維持

自治事務であり，法令等により審査会を設置
しなければならない。 総務課

228 ― ― ― 法制に関する事務

・条例，規則等の制定改
廃にあたって正確性を期
す 6,712 4,879 4,788

･職員に対する例規の重
要性の意識づけの強化

・例規改廃ｼｽﾃﾑを導入。
その適正運用を意識づけ
る。

継続
（方法改善）

現状維持

・行政事務を執行していく上で、職員が法規等
を熟知しておくことは当然必要なことである。
・例規改正時に担当者に集中してしまうため、
職員の法令等に係る習得を図っていく。

総務課

229 ― ― ― 訴訟に関する事務

･訴訟に対する是非を判
断する。

100 100 100 －

・訴訟事務窓口の一本化
が必要。 継続

（方法改善）
現状維持

・訴訟まで進展するケースはまれであるが、
一つの課で対応することは困難であり、それ
ぞれの事案に応じて全庁的に関係課等で対
処するのが望ましい。

総務課

230 ― ― ― 本庁舎維持管理事業

庁舎が常時良好な状態で
使用できる。

15,285 16,718 13,673 －

・委託業務の集約
・担当者増
・職員の意識改革

継続（縮小） 縮小

・合併当初より維持費の効率化を図り削減は
されてきているが、庁舎そのものの耐久化が
落ちてきているため、修繕等の経費は今後増
加することが予想される。
・各支所の業務、組織機構等の見直しにより、
経費の削減は大幅に削減できると思われる。

総務課

231 ― ― ― 庁舎建設検討

震災により被災した庁舎
の建設計画策定等 107 170 0 － －

継続
（方法改善）

現状維持

委員会を開催し，今後進捗状況等を報告し調
整する。 総務課

232 ― ― ― 災害復旧事業 災害復旧を行う 52,787 3,417 3,417 － － 継続（縮小） 縮小 早期復旧を行うために必要である。 総務課
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233 ― ― ― 桂支所維持管理事業

庁舎の維持管理事業の契
約の締結や、修繕を行
い、常時良好な状態にし
ておく。

5,659 5,689 5,611 － －
継続

（方法改善）
現状維持

現在の庁舎の大幅な増改築等は困難なた
め、現状を維持しつつ住民にサービスを提供
できる場とするため創意工夫をしていく。 総務課

234 ― ― ― 七会支所維持管理事業

支所に訪れる町民が、安
全・快適に利用できるよう
庁舎管理する。

7,239 8,144 7,929

町民が身近な支所での届
出・手続が安全・快適に利
用できる庁舎の維持管理
と支所機能のあり方につ
いて、検討・調整を図って
いく必要がある。

今後も実施方法等の効率
化に努めていく。

継続
（方法改善）

現状維持

支所庁舎については、財政事情により大修繕
や建替えは難しく、日頃から点検に努め、必
要に応じて細かな補修を行っていく。

総務課

235 ― ― ―
職員駐車場の管理に関
する事業

･職員の通勤に支障をきた
さないようにする。

1,220 1,220 1,220

・町営駐車場等の利用検
討

220人×300円×12月＝
792,000円
220人×400円×12月＝
1,056,000円
220人×450円×12月＝
1,188,000円
220人×500円×12月＝
1,320,000円

継続
（方法改善）

縮小

・本庁舎については、現在程度の駐車場の維
持は必要（職員の利用料については、検討の
必要あり）
・各所においては、支所構内に十分駐車場が
あり、現在借地しているものについては、返却
の方向で検討

総務課

236 ― ― ―
選挙管理委員会運営事
務

･正確な選挙執行に備え
る 342 257 229 － －

継続
（方法改善）

現状維持

・定期的な定時登録を行うほか、各選挙時に
おいて適切な執行を行う 総務課

237 ― ― ― 選挙啓発事業

･明るい選挙を推進する

15 15 15 － －
継続

（方法改善）
現状維持

・町関係の選挙を初め、国政選挙等の投票率
が減少しつつある中で、広報誌、選挙広報、
街頭広報等を通じ投票率の向上に努めてい
る
・若い年代の選挙に対する関心を高めること
が必要

総務課

238 ― ― ―
行政不服審査に関する
事務

・行政庁がした処分の是
非を問う。

0 443 443

地方分権に伴い、各種手
続や許認可において町が
判断する裁量権の幅が生
じる。そうした中での判断
力を職員が習得する必要
がある。

－
継続

（方法改善）
現状維持

・行政事務の複雑化、多様化により不服審査
等の事案が起こりやすい環境になりつつあ
る。
・職員が不断の努力により、通常事務におい
て適切な事務執行を行ない、不服審査等の事
態が起こったとしても、対処できるよう努めて
いく。

総務課

239 ― ― ― 地縁団体に関する事務

･法人格を有する。

0 0 0 － －
継続

（方法改善）
現状維持

・地縁団体の許可申請に対し、適切な指導及
び処理を行っていく。

総務課

240 ― ― ― 選挙管理事務 736 734 722 － －
継続

（方法改善）
現状維持

・各選挙の適切な執行を図るとともに、経費の
効率化に努める 総務課

241 ― ― ―
OA機器管理に関する
事務

・業務効率が向上する
4,027 2,914 2,344 － －

継続
（方法改善）

現状維持
・事務効率化のためＯＡ機器の導入維持を図
るとともに、経費の節減に努める 総務課

242 ― ― ―
情報の伝達収集に関す
る事務

情報を伝達する
4,027 2,914 2,344 － －

継続
（方法改善）

現状維持
適切な利用に努め、経費の効率化を図る

総務課

243 ― ― ―
安全運転管理に関する
事業

安全運転の普及

32 22 21 － －
継続

（方法改善）
現状維持

・総務課長が安全運転管理者として、笠間地
区安全運転協議会の評議員になっている
・茨城県は特に交通事故多発県であり、職員
が交通ルールを守り交通安全に努めるよう指
導を図る

総務課
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244 ― ― ― 統計調査業務

登録統計調査員の確保に
努める。
統計調査結果を基に各種
行政施策の基礎資料を作
成する。
行政情報を発信する。

1,316 5,231 5,081

社会情勢の変化によるも
のである（個人情報保護
の気運の高まり）
実査前の周知不足なども
あるため、広報等で効果
的な周知実行を行う。

登録統計調査員を確保す
るための啓発

継続
（方法改善）

現状維持

委託事業であるため、予算の問題はない。
登録統計調査員を確保するための方法が課
題となる。

企画財政課

245 ― ― ― 戸籍住民基本台帳事業

住民の情報が適正に登録
管理される

24,136 23,577 23,296

研修への参加、内部研修
などを行い、知識、経験、
人材の育成を図る。

マニュアル作成等を行い、
事務処置の迅速化を図る
とともに、適切な応対をす
る。

継続
（方法改善）

現状維持

法定事務であるため、継続が妥当である。
関係法令で定められた事務であるため、正確
かつ迅速が求められる。研修への参加等によ
り更なるスキルアップを図る。戸籍事務の重
要性からの徹底した管理体制が求められてい
る。

町民課

246 ― ― ― 災害復旧事業

安全快適な道路環境を維
持する。
地震・台風等の災害から、
住民の生活・財産を守る。

0 79,312 14,519

補助事業の活用。
茨城県土木部との連携
し、情報収集に努める。

季節ごとの気象条件や被
災しやすい箇所を事前に
把握するなど、機能的な
緊急対応体制を確立す

継続
（方法改善）

現状維持

災害の未然防止及び被害を最小限にするた
め、町内のパトロール体制を強化する。 都市建設課

247 ― ― ―
行旅病人・行旅死亡人
取扱事業

行旅人・行旅死亡人の救
護
無縁仏の供養供養料 無

60 60 60
取扱い事務の確認 供養料に関する規定を検

討し、要策定
継続

（方法改善）
現状維持

今後、事案発生の可能性あり
健康福祉課

248 ― ― ― 戦没者等援護事業

戦没者等の遺族に対し追
悼の意を表し、平和を祈
念する

396 415 405

対象の把握が困難な場合
が多く、追悼式参列者が
減少していることから、事
業について広報に努め
る。

遺族会との合同実施など
も検討。

継続（縮小） 縮小

時代の経過と戦没者の遺族の縁の遠ざかり
に寄り参列者が年々減少、「３年ごとの開催」
等を検討する。

健康福祉課

249 ― ― ― 災害見舞金支給事業

日常生活の復旧

0 300 0

制度の周知・広報 規則の見直し（災害救助
法適用時の除外）

継続（拡充） 拡充

規則を改正し、金額の引き上げが必要。

健康福祉課

250 ― ― ―
外国人高齢者福祉手当
支給事業

生活の向上

120 120 120

現在、対象者は１名のみ
で、当面異動はない

特になし

継続（拡充） 現状維持

特別なし。

健康福祉課

251 ― ― ― 議会運営事業

研修等により、知識・情報
の習得又会議等を円滑に
適切に施行する。

3,082 3,377 1,886

早めに議員と連絡を密に
し、日程をたて、実現でき
るように行動する。（組織
運営）
議員自ら調査、報告まで
できるよう努力する。（視
察研修）
会議録のホームページ掲
載

会議シナリオの構成（他市
町村を参考に）
昨年の行事を参考に、他
団体と早めに連絡をし、議
員に開催通知を伝達でき
るように努める。

継続
（方法改善）

現状維持

町政発展や社会状況を理解するために先進
地視察や研修会を開催、積極的に参加してい
く。

議会事務局

252 ― ― ― 議会だより発行業務

議会への関心を高め、理
解を求める。

769 1,248 955

ただ、真似るのではなく、
今までのよい部分は残し、
取り入れられる部分は、
取り入れて独自性のある
広報紙ができるよう努め
る。

記事の作成、編集、構成
作業方法を見直し、議員
自ら手がけられるよう努め
る。 継続（拡充） 現状維持

町民の方に議会活動を理解して頂くために適
時に広報紙を発行していく。又広報紙作成に
ついても効果的に合理的に配慮する。

議会事務局
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